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１ 事務事業の必要性   

（１）  市民ニーズの動向 

Ⅰ ： 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの 

Ⅱ ： 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの 

Ⅲ ： 社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの 

Ⅳ ： 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの 

（２）  事務事業の性質 

Ⅰ ： 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業 

Ⅱ ： 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業 

Ⅲ ： 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業 

Ⅳ ： 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの 

 

２ 市の関与の妥当性   

（１）  事務事業の実施主体 

Ⅰ ： 法令や条例等の定めにより、市が実施主体となる事業 

Ⅱ ： 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体と

なる事業 

Ⅲ ： 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業 

Ⅳ ： 企業や市民団体等による実施が妥当な事業 

（２）  対象者の範囲 

Ⅰ ： 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの 

Ⅱ ： 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの 

Ⅲ ： 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの 

Ⅳ ： 特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの 

Ⅴ ： 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの 

 

３ 経済性  

（事務事業の実施に当たり、事業費の削減が図られているか） 

Ａ ： 事業費は削減傾向にある 

Ｂ ： 事業費に大きな変動はない 

Ｃ ： 事業費は増加傾向にある 

－ ： 当年度からの新規事業 

 

４ 効率性  

（事務事業を実施した結果、事業年度の活動量に対するコストの削減が 

図られているか） 

Ａ ： コストは削減傾向にある 

Ｂ ： コストに大きな変動はない 

Ｃ ： コストは増加傾向にある 

－ ： 当年度からの新規事業 

 

５ 有効性  

（事務事業を実施した結果、事業年度の成果目標は達成できているか） 

Ａ ： 95％以上達成できている 

Ｂ ： 70から 95％達成できている 

Ｃ ： 70％未満の達成率である 

－ ： 目標達成率が算出できない 

 

６ 手段の妥当性  

（事務事業の目的を達成するために実施している他の事業に類似事業があ

り、統合・移管が可能か） 

Ａ ： 類似事業はない又は人件費事業である 

Ｂ ： 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある 

Ｃ ： 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である 

Ｄ ： 統合・移管すべき事業を含む 

一覧表の項目別説明 



 

 

 

 

 

７ 今後の方向性 

 

現状のまま継続 

現状でおおむね事業の目的や成果が達成されており、事業内容の見直し

は行わない事業 

 

見直して継続 

 

拡 大  

事業は継続するが、事業内容を拡大する方向で見直しを行う事業 

 

縮 小  

事業は継続するが、事業内容を縮小する方向で見直しを行う事業 

 

手段の見直し  

事業は継続するが、その手段となる細事業の見直しを行う事業 

 

その他（統合・移管等） 

事業は継続するが、他の事業との統合や他の組織に移管するなど、 

上記の方法以外の見直しを行う事業 

 

休止・廃止 何らかの理由により、休止・廃止とする事業 

 

終了・完了 事業期間の満了により、終了・完了とする事業 

 

 

 

 

８ 二次評価の有無 

 

有 二次評価委員会による二次評価を実施した事業 

一覧表の項目別説明 



№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

1 ふるさとづくり事業 ふるさとづくり事務
企画部企画
課企画調整
係

　「地域づくり総合交付金（旧　地域政策総合補助金）」や
「いきいきふるさと推進事業助成金」などのふるさとづくり
に関する交付金・助成金を申請し、市民団体・個人のふるさ
とづくりに資する活動を支援する。
※北海道の「地域政策総合補助金」は、平成22年度から「地
域づくり総合交付金」に変更となっている。

0 1,094 1,094Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

2
ふるさと納税推進事
業

ふるさと納税推進事業、心の
ふるさと千歳基金積立事務

企画部主幹
（政策推進
担当）付主
査（シティ
セールス戦
略担当）

　市外の個人から寄附があった場合のいわゆる「ふるさと納
税」のお礼として特典を贈呈する。特典を通じて本市のＰＲ
をするとともに、市内で生産・製造された物を特典とし経済
活性化にもつなげる。

2,157,6336,8752,164,508Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅳ C C A A
見直して
継続
（拡大）

3 東京千歳会運営業務 東京千歳会運営業務
企画部企画
課企画調整
係

　東京近郊にお住いの方を中心に、千歳市にゆかりのある方
や会の目的に賛同いただいた方を会員に東京千歳会を結成し
て、千歳市ＰＲの担い手となっていただくため、交流会を開
催し、会員相互の交流を図るなど千歳市の情報を発信すると
ともに、会員からの情報を入手する。

1,943 3,125 5,068Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

4 広域行政推進事業

石狩地方開発促進期成会業
務、札幌広域圏組合業務、千
歳市行政連絡協議会業務、連
携中枢都市圏業務、地方拠点
都市地域整備推進事業、北海
道新幹線建設促進札幌圏期成
会

企画部企画
課企画調整
係

　札幌広域圏組合、石狩地方開発促進期成会等に加入し、広
域的で効率的な行政運営体制の整備を進めるとともに、都市
問題などの全国や北海道規模の協議会等に参画し、広域的な
課題等を研究する。

446 3,125 3,571Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ A A A A現状の
まま継続

5
行政評価システム推
進事業

行政評価実施方針検討業務、
目的体系図作成業務、事務事
業評価実施業務、事前評価実
施業務、施策評価実施業務、
市民行政アセス実施業務

企画部企画
課行政評価
係

　毎年、市が実施している施策、事務事業を施策評価、事務
事業評価及び事前評価で、その成果や今後の方向性等を評価
している。
　また、評価表の改善、評価結果の集計・分析・公表、市民
評価会議の開催等を行っている。

349 12,813 13,162Ⅳ Ⅳ Ⅱ Ⅴ A A B A
見直して
継続
（手段の
見直し）

6
長期総合計画策定業
務

市民等意向調査業務、第７期
総合計画策定業務、策定状況
等情報提供業務、都市経営会
議開催業務

企画部企画
課主査（長
期総合計画
策定担当）

平成23年の地方自治法改正により総合計画の基本部分である
「基本構想」の策定及び議決義務が廃止され、総合計画の策
定は各自治体の任意によるものとされたが、少子高齢化の進
展や人口減少社会などの課題に的確に対応していくために
は、まちづくりの「全体計画」が必要となることから、令和
３年度を始期とする新しい総合計画「千歳市第７期総合計
画」を策定する。

令和元年度は、都市経営会議やまちづくりインタビュー、ち
とせの木プロジェクトを実施し、市民の声を広く集めた。基
本構想には、現状や課題と集めた市民の声をふまえた、基本
方向について記載している。
また、庁内での議論を深めるため、部長職等を委員とする策
定会議と次長職・課長職を委員とする策定部会を設置したほ
か、総合計画策定の情報共有と職員全員参加を目指し、月に
２回程度、「総合計画通信」を発行した。

4,477 14,375 18,852Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ C A A A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
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7 市民協働推進事業

市民参加手続推進業務、市民
協働情報メールマガジン配信
業務、広報ちとせ特集記事掲
載業務、市民協働研修開催業
務、市民協働推進会議運営業
務、庁内協Ｄｏ委員会運営業
務、市民公益活動団体登録業
務、定額自動寄付制度「き
ふ・とも」運営業務、協働事
業推進業務、市民協働プロ
モーション事業推進業務、市
民協働サポート事業推進業
務、事業者と市民活動団体を
つなぐ”縁結び”事業

企画部市民
協働推進課
市民協働推
進係

　平成１９年に『みんなで進める千歳のまちづくり条例』を
制定し、”市民等及び市又は市民等相互間におけるまちづく
りに関する情報の共有”、”市民協働の担い手となる人材の
育成”、”行政活動への市民等の積極的な参加”を市民協働
の原則と位置づけ、協働事業の推進などの各種取組を進めて
いる。

35,178 13,281 48,459Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ C C B A現状の
まま継続

8 結婚活動応援事業 結婚活動応援事業

企画部市民
協働推進課
市民協働推
進係

　男女の出会いの場を提供する婚活パーティーや、結婚を考
える方の意識改革に向けたセミナーなどの開催 574 1,188 1,762Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A C B A現状の

まま継続

9
ひと・まちづくり助
成事業

ひと・まちづくり助成事業推
進業務

企画部市民
協働推進課
市民協働推
進係

　市民、市民活動団体、事業者が実施する、地域づくりやひ
とづくりにつながる事業に要する経費の一部を助成する。 2,095 2,500 4,595Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B C A A現状の

まま継続

10
男女共同参画推進事
業

ちとせ男女共同参画推進プラ
ン進行管理業務、ちとせ男女
平等推進会議運営事業、ちと
せ男女共同参画月間事業、男
女共同参画推進研修事業、男
女共同参画社会づくり事業、
男女共同参画通信発行業務、
父子健康手帳発行事業

企画部市民
協働推進課
男女共同参
画推進係

　 男女共同参画社会の実現に向け、平成29年３月に策定した
「第３次ちとせ男女共同参画推進プラン」を推進するため、
セミナー等の開催や各種事業を通して市民に男女共同参画意
識の普及啓発を行う。

518 7,656 8,174Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B A A B現状の
まま継続

11 景観形成推進事業
都市景観推進業務、景観士講
座開催業務、屋外広告物指導
業務

企画部まち
づくり推進
課都市計画
係

　千歳市都市景観形成基本計画の目標実現に向け、推進方策
に掲げる市民参加による景観づくりを推進しており、ジュニ
ア景観士講座など景観形成に関する普及啓発、各種景観に関
する情報提供、公共事業・民間事業との連絡体制の構築、地
域と一体となった公共事業を推進する。また、屋外広告物の
設置者等に対し、新千歳空港アクセス沿道景観ガイドライン
に基づき指導を行う。

815 6,984 7,799Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A B現状の
まま継続

12
地域公共交通利用促
進事業

エコ通勤促進事業、千歳市地
域公共交通活性化協議会業
務、バス路線確保対策補助事
業

企画部主幹
付主査(交通
政策担当)

　平成28年３月に、本市において初となる全市的な交通計画
を策定したとともに、同年10月には、バス利用者の減少に歯
止めをかけ、交通弱者を守れる持続可能な交通網を再構築す
るため、路線、ダイヤ、料金など全般にわたる路線バスの再
編を実施した。今後も、バス路線の維持に向け、バス路線再
編後の利用状況等を継続的に調査・検証し、更なる利便性の
向上を図るため、路線再編計画の定期的な見直しを行う。

46,997 21,563 68,560Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

13 航空思想普及事業

千歳航空協会業務、千歳航空
協会事務局業務、「空の日」
記念事業実行委員会業務、献
花式業務

企画部空港
政策課空港
調整係

　市にとっての空港の重要性と空港を核としたまちづくりの
理解を図るため普及啓発活動を実施している。
　「大正15年、北海第1号機の飛来のために、村民が総出で無
償の汗を流し造成した飛行場を礎として、千歳が北海道の交
通の要衝となり今日の発展を遂げた」ことを記念し、千歳航
空協会と共催で「献花式」を開催するなどのほか、千歳航空
協会の業務を支援し、航空思想の普及を図る。
　また、市は空港とともに発展を続けていることなどについ
て、空の日記念事業や出前講座などを通して、啓発活動を実
施する。

406 2,344 2,750Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
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（千円）

人件費
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14
国際拠点空港促進事
業

北海道地域航空推進協議会業
務、新千歳空港関係自治体協
議会業務、新千歳空港関係自
治体協議会事務局業務、金曜
会業務、国際路線誘致活動業
務、北海道海外旅行促進実行
委員会業務

企画部空港
政策課空港
調整係

　新千歳空港は、24時間運用とともに地理的な優位性を活か
した国際拠点空港を目指している。
　本市は、空港関係自治体で構成する協議会等の会員とし
て、国の構想や計画等の情報収集、意見交換、国際路線誘致
などの活動を支援する。

1,353 2,344 3,697Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅱ C C A A現状の
まま継続

15
空港機能整備促進事
業

新千歳空港整備の要望業務、
空港整備事業の調整業務、全
国民間空港関係市町村協議会
業務、新千歳空港建設促進期
成会業務、北海道空港協会業
務、北海道空港協会事務局業
務

企画部空港
政策課空港
調整係

　国が管理する新千歳空港について、市単独または関係団体
と連携して、国へ陳情・要望を行い、地方拠点空港としての
整備促進を促す。

1,015 3,438 4,453Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

16
空港経営改革対策事
業

空港経営改革対策事業
企画部空港
政策課空港
政策係

　令和2年1月から北海道内7空港一括民間委託がはじまり、運
営主体が民間事業者となるが、国等が実施する意見聴取の場
や会議などにおいて、地元の意向を踏まえた事業となるよう
働きかける必要がある。
　また、空港を核とした地域活性化に関して、運営事業者と
関係自治体間で締結したパートナーシップ協定書に基づき、
空港のマーケティング力の底上げや航空ネットワークの充実
強化、観光振興などについて緊密な連携を図る。

458 3,750 4,208Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

17
新千歳空港２４時間
運用枠拡大に伴う周
辺環境対策事業

新千歳空港２４時間運用枠拡
大に伴う周辺環境対策事業、
新千歳空港周辺環境整備財団
運営支援業務、24時間・地域
協議会業務

企画部空港
政策課空港
政策係

　平成６年から新千歳空港は24時間運用が実施されており、
平成27年度において、深夜・早朝時間帯の発着枠が拡大（6枠
から30枠）された。地域住民との間で交わされた合意事項を
遵守するため、新千歳空港周辺環境整備財団に職員を派遣
し、航路直下住民の良好な住環境の確保を図るとともに、必
要に応じて地域協議会を開催する。

59,646 3,125 62,771Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

18
防衛施設周辺環境整
備事業

北海道基地協議会業務、全国
基地協議会業務、防衛施設周
辺整備全国協議会業務、防衛
補助事業の要望業務、防衛補
助事業の調整業務、特定防衛
施設周辺整備調整交付金基金
積立事務

企画部基地
政策課基地
調整係

　国防は国の重要な任務であるが、「国防に伴う諸障害は一
部の国民のみが負担するものではなく、広く国民全体が負担
すべきである。」との考えに基づき、防衛施設に起因する各
種障害（騒音・振動）解消のため、防衛省所管補助金の満額
確保と制度の改善・拡充の要望を実施する。

11,226 5,555 16,781Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ C C A B現状の
まま継続

19
在日米軍再編対策事
業

在日米軍再編関係の調整業
務、在日米軍再編に係る訓練
移転先6基地関係自治体連絡協
議会業務、千歳飛行場騒音地
区整備協議会調整業務

企画部基地
政策課基地
政策係

　在日米軍再編に係る事項について関係機関と協議や調整を
行うとともに、対策事業の調査、研究等を行う。
　また、在日米軍再編に係る日米共同訓練の情報等について
は、説明会や広報等を通じて市民周知を図る。

4,039 5,722 9,761Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B B B現状の
まま継続

20
広報・市民カレン
ダー発行事業

広報・市民カレンダー作成事
業、広報・市民カレンダー配
布委託事業、広報等委託録音
貸出事業、広報等委託点訳貸
出事業

企画部広報
広聴課広報
係

市政情報として、広報ちとせと市民カレンダーをそれぞれ月
１回作成し、全世帯に配布している。また、視覚障がいなど
により広報ちとせと市民カレンダーを見ることができない方
のために、音声版（テープ・ＣＤ）と点字版（紙）を作成
し、貸し出しを行っている。

52,940 7,719 60,659Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A
見直して
継続
（拡大）

21
市役所だより掲載事
業

市役所だより掲載委託事業
企画部広報
広聴課広報
係

　市は毎月、広報ちとせと市民カレンダーを発行し、市民に
市政情報を提供しているが、その締切日に間に合わないとき
や緊急性のある市政情報などは、地域新聞紙面に市役所だよ
り欄を設けて掲載し、市民に情報提供している。

498 875 1,373Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続
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22
新聞雑誌広告掲載事
業

新聞雑誌広告掲載事業
企画部広報
広聴課広報
係

　イベントなどの市政情報について、新聞や雑誌などで広告
し、市民や観光客向けに広く情報を提供する。 267 1,188 1,455Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の

まま継続

23
伸長記録映画製作事
業

伸長記録映画の製作事業、伸
長記録映画ＤＶＤ貸出事業

企画部広報
広聴課広報
係

　市の歴史を市民に知ってもらい、市政への理解や興味を深
めてもらうため、市の街並みや主な出来事などを撮影して記
録財産として残すとともに、市のホームページへの掲載やＤ
ＶＤ化した記録媒体の貸し出しを行う。

4,781 563 5,344Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

24
市政記者クラブ事務
局事業

市政記者クラブ事務局事業
企画部広報
広聴課広報
係

　報道機関を通じて、市民に対して迅速かつ効率的に市政情
報を報道してもらうため、報道機関で構成する記者室を市庁
舎内に設置し、記者会見や報道依頼などを行う。

1,765 2,281 4,046Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

25 市民の声を聴く事業

広報広聴モニター事業、市政
懇談会開催事業、市政ガイド
事業、市長相談日事業、市長
への手紙事業、市長へのポス
ト事業、陳情等受理業務(文
書)、苦情等処理業務(口頭)、
行政相談委員事務、パブリッ
クコメント事業

企画部広報
広聴課広聴
係

　「市長への手紙」や「市長へのポスト」など、多様な広聴
機会を設け、市民意向の把握に努めるとともに、「パブリッ
クコメント制度」の実施などにより、市政に対する市民の関
心や理解を促す。また、市民活動団体との協働により「まち
めぐりガイド事業」を実施している。

561 9,844 10,405Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

26 アイヌ政策推進事業アイヌ政策推進事業

企画部主幹
（アイヌ政
策推進担
当）

アイヌ民族の歴史や先人から受け継がれた来た言語、儀礼、
音楽、舞踊、工芸などの伝統や文化をより多くの市民に知っ
てもらい、理解を深めてもらうため、その普及・啓発及び保
存に向けた取組について、会議を設置して全庁的な取りまと
めを行い、「千歳市アイヌ施策推進地域計画」に位置けて、
アイヌ施策事業を展開している。

0 3,750 3,750Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ － － A A
見直して
継続
（拡大）

27
公立大学法人運営事
業

評価委員会業務、運営費交付
金交付業務、施設整備補助金
業務

企画部公立
大学政策課
総務係

公立大学法人公立千歳科学技術大学（以下「法人」とい
う。）が業務を行うにあたり必要な財源を運営費交付金とし
て交付している。また、法人の教育研究環境を良好な状態に
保つため、施設整備に必要な補助金を交付している。そのほ
かに、法人の業務実績の評価などを行う「千歳市公立大学法
人評価委員会」の運営を行っている。

2,743,28019,0002,762,280Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅳ － － A A現状の
まま継続

28 行政情報提供事業
市勢要覧作成事業、写真誌ち
とせ作成事業

総務部総務
課文書統計
係

　市の沿革や概要、各組織ごとに分かれている情報を一元集
約した「要覧ちとせ」を毎年発行し、各方面に情報提供す
る。
　このほか、４年に一度「写真誌ちとせ」を作成する。

7,063 5,519 12,582Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B B A現状の
まま継続

29 自衛隊交流事業
千歳音楽まつり、自衛隊行事
調整業務

総務部危機
管理課渉外
係

　市内に所在する自衛隊の２駐屯地・１基地に対する理解を
深めてもらうため、市民との交流の機会を設け、交流促進を
図る。
　また、道内の市町村と連携し、安心・安全のまちづくりの
ため、自衛隊との共存に取り組む。

868 3,211 4,079Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続
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30
自衛隊協力団体支援
業務

千歳地方防衛協会支援業務、
千歳地方防衛協会女性部支援
業務、千歳市自衛隊協力４団
体連絡協議会支援業務、道央
地区自衛隊協力会連合会支援
業務、道央地区自衛隊協力４
団体連絡協議会支援業務

総務部危機
管理課渉外
係

　自衛隊と市との円滑な関係を育成するために自衛隊協力団
体の事務局業務を支援し、協力団体の活動を通し自衛隊との
交流を図る。

181 2,609 2,790Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ A A A A現状の
まま継続

31
自衛隊体制強化要望
活動事業

自衛隊体制強化要望活動事業
総務部危機
管理課渉外
係

　千歳市には、自衛隊の２駐屯地・１基地が所在している
が、今後、自衛隊の削減・縮小の動きがあることから、「千
歳市における自衛隊の体制強化を求める期成会」などと連携
を図り、市民一丸となって、防衛省や関係機関に自衛隊の体
制維持・強化に係る要望活動等を行う。

1,252 4,761 6,013Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

32
自衛隊地方協力本部
誘致事業

自衛隊地方協力本部誘致事業
総務部危機
管理課渉外
係

　自衛隊の組織「自衛隊地方協力本部」を千歳市に誘致し、
市民である自衛隊員への就職及び隊員の援護の場を確保す
る。

60 385 445Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ A A A A現状の
まま継続

33
自主防災組織育成事
業

自主防災組織育成事業

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　阪神・淡路大震災の際、災害発生時に多数の人命を救助す
ることができた自主防災組織に全国的に注目が集まってい
る。
　市や防災機関の能力には限界があり、災害時には自主防災
組織の活動が大変重要となるため、自主防災組織の育成に努
めるとともに、活動支援策として防災資機材を貸与してい
る。

1,567 2,447 4,014Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

34
樽前山火山防災計画
業務

樽前山火山防災協議会業務

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　当市は行政区域内に活火山である樽前山を有しており、火
山噴火災害発生時は、市内に甚大な被害も予想される。
　そのため樽前山に近接する３市４町及び関係機関で樽前山
火山防災計画を策定し、噴火災害時における各種対策の充実
を図る。
　また、平成26年度に千歳市で樽前山に隣接する支笏湖地区
住民等を対象とした避難計画を策定し、平成27年度には樽前
山噴火災害ハザードマップを作成している。

144 1,219 1,363Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

35
札幌地方山岳遭難防
止対策協議会業務

札幌地方山岳遭難防止対策協
議会負担金支出業務

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　北海道を含む札幌周辺の市町村と山岳遭難防止対策につい
て、相互の充実・連携を図るとともに、協議会の活動を支援
することで、遭難者の捜索救助活動を行ってもらう。

87 844 931Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

36 救助団体支援事業
千歳市山岳遭難救助隊支援業
務、千歳市水難救助隊支援業
務

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　ボランティアで構成されている山岳遭難救助隊及び水難救
助隊の救助活動等を円滑に行えるように支援する。 124 1,031 1,155Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の

まま継続

37
北海道消防防災ヘリ
コプター運行連絡協
議会負担金業務

北海道消防防災ヘリコプター
運行連絡協議会負担金業務

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　重篤患者等を迅速に高度医療機関へ搬送するために、市が
緊急用ヘリコプターを確保することは、費用面において多大
な負担となる。このことから、北海道消防防災ヘリコプター
運行連絡協議会に負担金を支払うことで、緊急時におけるヘ
リの使用を可能にしている。

1,142 219 1,361Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続
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38
災害応急対策用品等
整備事業

災害応急対策用品等整備事
業、避難所非常用発電機等整
備事業

総務部危機
管理課防
災・危機対
策係

　災害時の被害を最小限とし、市民の生命、財産を守るた
め、災害応急対策用品の整備を行い災害に備える。
　平成24年度に災害応急対策用品整備計画の見直しを行い、
避難想定者数約14,000名×３食分を整備目標に非常食・お
粥・粉ミルクの備蓄を行っている。(非常食：対象者数11,760
人×３食≒36,000食　お粥：対象者数2,080名×３食≒6,100
食　粉ミルク：対象者数140名×３日分）
　また、災害時に応急対策や救助活動を行うための用具を整
備している。

4,433 4,714 9,147Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ A B B A現状の
まま継続

39
障がい者雇用対策事
業

障がい者雇用対策事業
総務部職員
課人事係

　身体に障がいのある人で就労を希望する方に登録してもら
い、選考により会計年度任用職員として任用する。
　（当該事業は、当初新規学卒者の民間企業等への就労拡大
及び仕事の分かち合いを図るために平成14年度から開始した
ものであるが、平成20年度から前記のとおり事業内容を変更
し、平成27年度からその内容に即し事業名称を「ワークシェ
アリング事業」から「障がい者雇用対策事業」に変更し
た。）

1,723 63 1,786Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B C A現状の
まま継続

40
市民対応事務改善事
業

庁内案内表示板設置事業
総務部行政
管理課行政
経営係

　目的の窓口に容易に到達できるようわかりやすい案内表示
板等を設置するとともに、高齢の方や体の不自由な方でも快
適に目的が達成できるよう什器等を整備するなど市民対応環
境を改善する。

36 1,719 1,755Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ B A C A現状の
まま継続 有

41 行政改革推進事業
行政改革推進事業、北海道か
らの権限移譲事業

総務部行政
管理課行政
経営係

　効率的な市役所づくりや市民が期待するまちづくりを積極
的に進め、社会情勢に対応した様々な行政サービスの向上や
行政運営の効率化などの改革を実施する。

34 9,219 9,253Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ C C A A現状の
まま継続

42
北海道電子自治体プ
ラットフォーム事業

北海道電子自治体プラット
フォーム事業

総務部行政
管理課情報
システム係

　各種行政システムの開発を自治体が単独で行うには多額な
費用がかかるため、北海道と道内市町村が共同してシステム
の開発・運営を目的に設立した北海道電子自治体共同運営協
議会に加入する。

3,346 2,969 6,315Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

43 消費者保護育成事業

消費生活相談業務、消費生活
モニター事業、市民生活安定
審議事業、消費者まつり等啓
発事業、消費者団体育成事業

市民環境部
市民生活課
市民生活係

　消費者の利益を適正に保護するため、商品の安全性・安定
的供給の確保に努め、消費生活に係る事業者と消費者間の問
題解決のために相談体制を整備し、価格調査等を行い、必要
に応じ、あっせん等の措置を講じる。
　また、消費者まつりや消費生活講座などを実施する消費者
団体へ運営費の補助を行うなど、市民レベルからの啓発活動
等により､消費者の知識を高め賢い消費者を増やす。

3,878 4,006 7,884Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A
見直して
継続
（拡大）

44 各種相談事業
各種相談員連絡協議会育成事
業

市民環境部
市民生活課
市民生活係

　市民生活課の相談員のほか、福祉部門、教育部門等市役所
内外の相談員をもって組織される千歳市各種相談員連絡協議
会に対し運営費を補助する。

91 1,094 1,185Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

45 市民相談事業 市民相談事業
市民環境部
市民生活課
市民生活係

専任の市民相談員を配置するとともに、毎週金曜日午後に弁
護士相談を開設し、身近な生活上の問題を抱える市民からの
相談に対応し、問題解決を図る。相談内容に応じて他の適切
な相談機関に引き継ぐなど、関係機関と連携する。

1,823 3,631 5,454Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ B B A A
見直して
継続
（拡大）
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46 市民憲章推進事業 市民憲章推進協議会補助事業
市民環境部
市民生活課
市民生活係

　まちの憲法といわれる市民憲章について、憲章に定めた市民
の責任と自覚のもとに実践するという理念と、千歳を心から愛
し住んでみたいと願う「住みよいまち」としての誇りを持ち、
未来へ躍進しようという先人の願いを市民へ普及するととも
に、その実践を促進するための活動を行う市民憲章推進協議会
に運営費を補助した。
　市民憲章推進協議会では、次代を担う子どもたちを対象とし
た作文コンクール、新入学児童クリアフォルダー配布事業等を
毎年実施しており、令和元年度は市民憲章制定40周年事業とし
て、市民憲章シンボルマークの制定、40周年記念リーフレット
の作成・配布を行った。

1,158 1,406 2,564Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

47 人権擁護活動事業 人権擁護活動事業
市民環境部
市民生活課
市民生活係

　当市の人権擁護委員は、委員相互に連携しながら人権相談、
人権思想の普及啓発及び教育活動を推進するため、自主的に協
議会を組織し、積極的な活動を行っていることから、この協議
会に対し市が人権擁護活動事業を委託し、主に小中学校を対象
として、いじめ防止に係る内容を中心に紙芝居、DVD等を活用し
人権の大切さを指導する「人権教室」や、豊かな情操、思いや
りの心など人権尊重の精神を培うために花を栽培してもらう
「人権の花運動」等人権擁護思想の普及啓発を図るための活動
を行ってもらう。

652 1,406 2,058Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

48 町内会育成事業

市町連運営費補助事業、町内
会長表彰事業、地域会館管理
業務、寿の家管理業務、一般
コミュニティ助成事業

市民環境部
市民生活課
市民生活係

　千歳市町内会連合会に対し事務局人件費などの運営費を補助
し、運営基盤を確立させるとともに、在任10年以上の町内会長
に対し市長から感謝状を贈呈し、これまでの活動を労うことに
より、町内会活動の維持・促進を図った。
　特に平成30年度から令和２年度までの３年間は、町内会活性
化支援事業に対する補助金を交付し、町内会活動の活性化を支
援している。
　地域会館及び寿の家の日常的な運営を地域住民（町内会）に
依頼し、修繕や消防設備点検などの施設管理を市が行った。
　一般コミュニティ助成金を活用し、住吉北町内会に対し町内
会活動に必要な備品の購入費用に対し、一般コミュニティ助成
事業補助金を交付することにより、町内会活動の維持・促進を
図った。

27,929 6,094 34,023Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

49 女性相談事業 女性相談員設置事業
市民環境部
市民生活課
市民生活係

　 昭和31年に公布された売春防止法に基づき、問題を抱える相
談者の自立を支援するため昭和48年から婦人相談員(現在は女性
相談員に名称変更)を設置し、情報提供や相談対応を行ってい
る。
　近年は、相談者が抱える主たる問題が離婚やDVに変化してい
ることから、相談者に寄り添った初期対応と関係機関との連携
に努め、特にDV被害者（同伴家族を含む）に関しては、安全確
保を最優先とし、被害者が重大な事態に陥ることのないよう、
慎重かつ緊密に関係機関と連携しながら、相談対応に当たって
いる。

82 3,631 3,713Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A
見直して
継続
（拡大）

50 動物愛護対策事業 動物愛護モラル推進員事業
市民環境部
市民生活課
生活環境係

　愛護動物(ペット)の適正な飼養について、しつけ教室の開
催や広報等による啓発を行うとともに、地域単位の啓発活動
として、動物愛護モラル推進員による適切な飼い方の指導助
言を行う。

211 1,344 1,555Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅰ B B B A現状の
まま継続

51
生活環境衛生団体育
成事業

清流と緑を守る市民の会補助
事業、千歳地方食品衛生協会
補助事業

市民環境部
市民生活課
生活環境係

　河川美化に対する市民意識の高揚、食品衛生等に対する市
民への啓発、食品安全の意識向上を図るため、清流と緑を守
る市民の会と千歳地方食品衛生協会の活動に対し補助金を交
付する。

588 1,406 1,994Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅰ B B B A現状の
まま継続
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52
空地対策・害虫駆除
事業

刈払い機貸出業務、空地対策
業務、蜂の巣駆除委託事業、
空家対策業務

市民環境部
市民生活課
生活環境係

　住宅地のスズメバチの巣を駆除することにより、スズメバ
チに刺される被害を防止する。
　また、市内の空地所有者に対し、雑草の除去を促すことに
より雑草を除去し住環境の維持を図る。
　千歳市空家等対策委員会事務局として、空家に対する苦情
等の相談窓口をワンストップ化し、関係課と連携した対応に
より、住環境の維持を図る。

3,110 2,969 6,079Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B C A現状の
まま継続 有

53
暴力追放・防犯対策
事業

千歳市暴力追放運動推進協議
会補助事業、千歳防犯協会補
助事業

市民環境部
市民生活課
防犯・交通
安全係

防犯に関するチラシなど啓発資料の配布、自主防犯パトロー
ル、防犯教室の開催等の活動を行っている市民団体に運営費
を助成し､市民協働の理念により暴力追放・防犯対策の充実を
図る。

1,666 1,063 2,729Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

54
防犯・交通安全市民
活動促進事業

防犯・交通安全市民活動促進
事業

市民環境部
市民生活課
防犯・交通
安全係

市民協働により全市的な防犯活動及び交通安全活動を推進
し、市民が安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目
指して平成20年設置した「千歳市安全で住みよいまちづくり
推進協議会」において、チラシや啓発品の配布及びホーム
ページによる情報提供、専門部会による意見交換などの情報
共有を通じ、「住んで良かった」と思える安心・安全のまち
づくりの取組を進める。�

452 2,563 3,015Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

55
交通安全協会補助事
業

千歳市交通安全協会補助事業

市民環境部
市民生活課
防犯・交通
安全係

千歳市交通安全協会の運営に係る経費を助成し、地域と連携
しながら、各年代層に応じた交通安全意識の高揚や交通マ
ナーの向上に向け、当該団体が巡回パトロールや啓発活動を
展開することにより、本市の交通安全対策の充実を図る。

373 188 561Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

56 交通安全推進事業

交通安全運動等実施業務、千
歳市交通安全運動推進委員会
補助事業、交通安全教室実施
事業、立哨業務、スクール
ゾーンマーキング事業、高齢
者運転免許自主返納サポート
事業

市民環境部
市民生活課
防犯・交通
安全係

学校や地域及び交通安全機関や団体との連携のもと、交通弱
者を始め全ての市民に対する交通安全運動を展開し､交通安全
思想の普及及び意識の高揚を図る。

12,251 12,688 24,939Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ C C A A現状の
まま継続

57 窓口業務等委託事業窓口業務等委託事業
市民環境部
市民課市民
係

住民票等の各種証明書の発行や住所の異動届、戸籍の届出
等、窓口業務の正確で迅速な対応を行うとともに、フロアマ
ネージャーや窓口スタッフによるきめ細かい丁寧な案内や窓
口対応により市民サービスの向上を図っている。また、窓口
業務の繁忙期には、レジや窓口を増設して対応し、待ち時間
の軽減を図っている。

81,736 3,219 84,955Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ － － A A現状の
まま継続

58
国民健康保険保健事
業啓発事業

保健事業啓発業務
市民環境部
国保医療課
国保給付係

　国保被保険者が自己の健康管理に努めるように、健康まつ
り等の健康保持増進事業を実施し、医療費の削減に繋げる。 102 625 727Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の

まま継続

59
国民健康保険疾病予
防等助成事業

検診等助成事業
市民環境部
国保医療課
国保給付係

　被保険者の疾病の重症化を防止することにより、医療費を
削減し被保険者の負担を抑制する。 4,116 1,094 5,210Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B B A現状の

まま継続
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60
国民健康保険被保険
者指導事業

重複・頻回受診者訪問指導事
業、医療費通知発送業務、電
話健康医療相談事業

市民環境部
国保医療課
国保給付係

　国保被保険者が適正に医療機関等を受診できるように指導
することにより、医療費の削減と被保険者の負担の軽減を図
る。

5,403 625 6,028Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

61
ひとり親家庭等医療
費助成事業

ひとり親家庭等医療費助成事
業、ひとり親家庭等受給者証
発行・台帳管理業務

市民環境部
国保医療課
医療助成係

　ひとり親家庭等の母又は父及び児童（特例として、20歳未
満の子を扶養している母又は父及び児童）の医療費の一部を
助成している。

25,995 6,444 32,439Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅳ A A A A現状の
まま継続

62
子ども医療費助成事
業

子ども医療費助成事業、子ど
も医療費受給者証発行・台帳
管理業務

市民環境部
国保医療課
医療助成係

　市内に居住する中学生までの子どもを持つ保護者（生活保
護・重度心身障害者・ひとり親家庭の医療費助成対象者除
く）に医療費の一部を助成している。

188,4247,681196,105Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅳ C B B A現状の
まま継続

63
重度障がい者医療費
助成事業

重度心身障がい者医療費助成
事業、重度心身障害者医療受
給者証発行・台帳管理業務

市民環境部
国保医療課
医療助成係

　医療費負担の軽減と疾病の治療を図るため、身体障害者手
帳1・2級及び同3級のうち内部疾患のある者、療育手帳A判定
の者並びに精神障害者保健福祉手帳1級の者に対し、医療費の
一部を助成している。

133,9807,369141,349Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅳ A A A A現状の
まま継続

64 環境情報提供事業

「環境白書」作成業務、環境
月間（６月）行事実施事業、
気候変動に関する取組の普及
啓発事業、こども環境教室事
業、「こども環境白書」作成
業務、「環境活動スクール」
制度

市民環境部
環境課環境
計画係

　今日の環境問題を解決し、低炭素で持続的発展が可能な社
会を実現していくためには、市民や事業者が環境への関心と
理解を深める必要がある。そのため、市の責務として地域環
境の状況や環境への負荷、また、その改善方法などの環境に
関する各種情報を提供する。

505 2,813 3,318Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

65
環境基本計画進行管
理業務

「環境基本計画」進行調査業
務、環境審議会運営業務

市民環境部
環境課環境
計画係

　地球温暖化や公害、自然の減少などの環境問題は、人の活
動に大きく起因することから、地域における環境問題を解決
するために千歳市環境基本計画（第２次計画）を策定した。
　本計画では、地域の望ましい環境像と環境目標を達成する
ため、市民、事業者及び市の役割を明確にし、パートナー
シップのもとで環境関連施策を総合的、計画的に推進するた
めに進捗管理を行う。

291 3,438 3,729Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

66
環境基本計画策定業
務

環境基本計画策定業務
市民環境部
環境課環境
計画係

環境基本計画は、千歳市環境基本条例（平成10年６月制定）
第９条第１項に基づき策定するもので、環境の保全及び創造
について、本市の総合計画の施策を環境面から総合的・計画
的に推進することを目的としている。策定にあたっては、市
民アンケートや市民会議、パブリックコメントを実施し、市
民ニーズを踏まえた計画とする。

4,974 8,438 13,412Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ － － A A現状の
まま継続

67
エコアクション推進
事業

エコアクション推進事業
市民環境部
環境課環境
計画係

　千歳市役所環境マネジメントシステムに基づき、職員の行
動、設備の運用管理等を行う。
　また、市内の中小事業所における環境保全活動の促進を目
的とした千歳版環境マネジメントシステム「エコちとせ」認
定事業所を平成19年度から開始し、地球の環境保全の推進を
図っている。

442 3,438 3,880Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅴ B B A A現状の
まま継続 有
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68 環境監視事業

騒音測定事業、大気汚染測定
事業、水質等測定事業、ダイ
オキシン類測定事業、公害防
止協定業務、開発行為等事前
協議業務

市民環境部
環境課環境
保全係

　公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、環境（大
気、水質、騒音、振動）を測定し状況を把握することによ
り、その対策と今後のまちづくりなど各種施策の基礎資料と
する。

12,593 21,913 34,506Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

69 自然環境保全事業

自然環境監視員事業、野生動
物保護相談事業、保全地区指
定事業、開発行為事前協議事
業、追跡調査事業、自然環境
啓発事業

市民環境部
環境課自然
環境係

　市内の豊かな自然環境を保全し、後世に引き継ぐための自
然環境に関する各種事業を実施する。内容は、豊かな自然地
域への定期的な巡視活動、野生動物の保護、自然環境保全地
域の指定、無秩序な開発による自然環境悪化を未然に防止す
るための開発行為の事前協議、自然に親しむ各種行事の開催
等を行う。

1,383 12,938 14,321Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

70
ごみ処理広域化調整
業務

道央廃棄物処理組合経費事業

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
管理課総務
係

　平成26年２月に道央廃棄物処理組合を設立、千歳市長が管
理者に就任した。以後、同組合における中心的役割を担うと
ともに、今後は、焼却施設の令和６年度稼働に向けた取組や
ごみ処理広域化基本計画の５年ごとの見直しについて、構成
自治体や関係機関との協議を行っていく。また、道央廃棄物
処理組合による安定的なごみ処理体制を維持するため、各市
町の人口などに基づき決定した負担割合に応じて組合の運営
に要する経費の一部を負担する。

11,628 5,781 17,409Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ B B B A現状の
まま継続

71
一般廃棄物暫定処理
業務

南空知可燃性一般廃棄物受入
業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
管理課総務
係

　南空知３町（長沼町・南幌町・由仁町）で構成する「南空
知公衆衛生組合」の可燃性一般廃棄物を、同組合が加入して
いる「道央廃棄物処理組合（旧称：道央地域ごみ処理広域化
推進協議会）」において進めている焼却処理施設建設までの
過渡期対策として受け入れ、焼却処理している。平成19年３
月22日に協定書を締結し、受入期間は平成20年度から平成26
年度末までとしていたが、平成26年度に再協議し、平成27年
度から令和５年度末まで延長している。

80 1,719 1,799Ⅳ Ⅳ Ⅱ Ⅴ B B A A現状の
まま継続

72
家庭ごみの適正排出
啓発事業

市内巡視業務、分別排出普及
業務、分別排出啓発・指導業
務、クリーンシティちとせ作
成・配布業務、パンフレット
作成・配布業務、家庭ごみ
（事業系ごみ）分別排出状況
調査業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　ごみの適正な分別排出の周知を行うとともに、ごみステー
ション等での不適正排出について調査及び指導を実施する。 4,866 5,469 10,335Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ B A A A現状の

まま継続

73 不法投棄防止事業

不法投棄調査・報告業務、不
法投棄処理業務、不法投棄防
止業務、不法投棄防止啓発・
指導業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　不法投棄の防止・抑制のため、清掃指導員及び適正ごみ処
理推進員による巡視、啓発看板の設置、年二回の不法投棄防
止強化月間による重点パトロールを実施し、また、ごみス
テーション等や郊外への大型ごみ・家電等の不法投棄には、
町内会等や警察と連携を図り、排出者の調査を行い、排出者
が判明した場合は指導を行っている。

2,164 4,375 6,539Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

74
事業系廃棄物の適正
排出啓発事業

適正排出啓発業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　ごみステーション等への不法投棄・家庭ごみへの混入排出
等、事業系廃棄物の不適正排出事業者に対し、調査・啓発・
指導を実施することにより、適正な自己処理の推進を図る。

0 5,313 5,313Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
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の範囲

経済性 効率性 有効性
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今後の
方向性

二次
評価の
有無

75
ごみステーション管
理事業

新設共同住宅のごみボックス
設置指導業務、既設共同住宅
のごみボックス設置指導業
務、ごみステーション設置・
移設・廃止業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　ごみステーション設置要領に基づく、町内会によるごみス
テーション等の適正な配置及び共同住宅における専用ごみ
ボックスの設置。さらに不適正排出が多い条例適用外の共同
住宅に対し、専用ごみボックス設置要請を行い適正排出の推
進を図る。

774 4,844 5,618Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

76 環境美化推進事業 ボランティア清掃支援業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　町内会や市民団体等が実施するボランティア清掃につい
て、ごみ袋の提供と市又は委託業者によるごみの回収を実施
することにより、生活環境の美化に対する支援を行ってい
る。

156 5,313 5,469Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

77
循環型社会形成推進
事業

大型ごみ処理手数料シール管
理・配送業務、指定ごみ袋管
理業務、指定ごみ袋保管配送
業務、処理手数料収納事務委
託業務、指定ゴミ袋保管配送
システム更新事業

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課廃棄
物対策係

　家庭から排出されるごみ処理費用の一部を市民に負担して
もらうため、指定ごみ袋及び大型ごみ処理手数料シールを作
製する。

57,981 4,844 62,825Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

78
ごみ減量・リサイク
ル化啓発事業

生ごみ堆肥化啓発業務、広報
ちとせによるリサイクル等啓
発業務、イベント等出展によ
る啓発業務、ごみ減量・リサ
イクル標語コンクール実施業
務、ごみ減量・リサイクル標
語による啓発業務、エコ商店
認証制度業務、ノーレジ袋運
動の支援業務、生ごみ処理機
等購入費助成事業、廃食用油
等資源物の回収の支援事業、
ごみ減量・リサイクル推進週
間に伴う啓発活動業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課資源
循環推進係

　ごみの発生抑制やリサイクルなどの重要性について、市民
に関心を持ち理解してもらうため、標語コンクールや出前講
座などの啓発普及活動を行う。
　また、「千歳市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、ノー
レジ袋運動の支援・エコ商店認証制度の推進などの取組を進
めるとともに、市民が身近に取り組める事業として、生ごみ
処理機等購入費助成制度や、段ボール式生ごみ堆肥化セット
の配布を行っている。

1,389 9,688 11,077Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続 有

79
容器包装廃棄物再商
品化事業

容器包装に係る分別基準適合
物の再商品化業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課資源
循環推進係

　家庭から出される容器包装廃棄物（ガラスびん、ペットボ
トル、プラスチック製容器包装等）は資源物として再生利用
できることから、容器包装リサイクル事業者に引き渡して再
商品化を行い、廃棄物の減量化とリサイクルを推進する。

396 5,156 5,552Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

80 資源回収事業
(公財)ちとせ環境と緑の財団
補助金交付業務

市民環境部
環境セン
ター廃棄物
対策課資源
循環推進係

　古紙類、金属類など資源物を効率的に収集し、資源として
の再生利用を図るため、町内会等の協力のもと集団資源回収
を実施する。集団資源回収の安定した運用と、廃棄物の減量
及び再資源化事業を推進するため、事業主体である公益財団
法人ちとせ環境と緑の財団に補助金を交付し支援する。

44,144 5,938 50,082Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B A現状の
まま継続

81
千歳市保護司会支援
事業

千歳市保護司会支援事業
保健福祉部
福祉課総務
係

　市は、犯罪予防や更生保護など組織的な活動を行う千歳市
保護司会に対し、活動支援を行っている。
　千歳市保護司会の活動は、各小学校の巡回、街頭啓発等の
活動を行っているほか、地域の特性・課題等の調査研究及び
保護観察人との面談等を定期的に行い、自立更生を目指す市
民が抱えている問題にきめ細かく対応している。

243 156 399Ⅱ Ⅳ Ⅲ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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82
保健福祉業務推進事
業

保健福祉調査研究委員会業
務、保健福祉推進委員会業
務、地域福祉計画進捗管理業
務

保健福祉部
福祉課総務
係

　保健福祉を取り巻く様々な環境の変化に対応するため、学
識経験者、福祉関係団体及び市民等の意見を反映させる場を
設置している。
　また、保健・福祉計画を推進するため、事業の進捗を管理
するほか、研修会の開催、パンフレット・ポスターの配布な
どの啓発活動を行っている。

200 1,563 1,763Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

83
千歳市社会福祉協議
会支援事業

千歳市社会福祉協議会支援事
業

保健福祉部
福祉課総務
係

　市内の地域福祉活動の推進において、中核的な役割を果た
す社会福祉協議会の運営を支援しており、平成27年度からは
第６次地域福祉実践計画を推進している。
　社会福祉協議会では、ボランティア活動の拠点としてボラ
ンティアセンター機能を有し、市民が主体となった活動を支
援するとともに、ボランティア人材の育成を行っている。ま
た、町内会や民生委員児童委員等と連携して事業を推進する
ほか、生活支援や援助活動など福祉サービス事業を推進して
いる。

74,038 781 74,819Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

84 地域福祉推進事業

千歳地域フォーラム開催業
務、ちとせ地域福祉ネット
ワーク会議開催業務、地域福
祉勉強会開催業務、地域福祉
出前講座開催業務、千歳市福
祉有償運送運営協議会開催業
務、地域福祉振興基金事業、
地域福祉振興基金積立金業務

保健福祉部
福祉課総務
係

　社会福祉協議会をはじめ、福祉関係団体・各地域の福祉活
動に支援協力するほか、ちとせ地域福祉フォーラムの開催、
地域福祉を推進するための各種連絡調整会議を行っている。
　また、高齢化社会に対応するため、平成３年に地域福祉振
興基金を設置し、基金の管理運用を行っている。

46,144 3,313 49,457Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A B現状の
まま継続

85
成年後見制度利用支
援事業

成年後見制度利用支援事業
保健福祉部
福祉課総務
係

　市内に居住する身寄りのない認知症高齢者、知的障がい者及
び精神障がい者、その他判断能力の不十分な方の権利や財産を
守るため、成年後見制度の周知、マニュアル等を作成してお
り、制度活用に向けた環境を整えている。
　市長による審判申立が必要と判断した場合は診断書等の作成
や家庭裁判所の手続き等の業務を行い、成年後見人を選任して
もらう。
　成年後見支援センターにおいて、成年後見制度の利用支援を
行う。

1,487 1,094 2,581Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅳ C C A A
見直して
継続
（拡大）

86
福祉オンブズマン制
度運用事業

福祉オンブズマン制度事業
保健福祉部
福祉課総務
係

　福祉オンブズマンへの苦情申立はないが、市の体制とし
て、市民権利を保護する環境は整っており、保健福祉サービ
スに関する市民の苦情を迅速に処理し、違法又は不当な取扱
いを行う事業者に改善を求めることとしている。
　また、福祉オンブズマンによる調査を行うことに事前同意
した事業者に事前調査同意認定証を配布し、調査に同意した
事業所であることが訪問した市民にわかるようＰＲを行って
いる。

2 94 96Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

87 福祉バス運行事業 福祉バス運行事業
保健福祉部
福祉課総務
係

　昭和50年から福祉バスの運行を始め、高齢者、心身障がい
者及び福祉関係者によって組織する福祉団体等の活動範囲を
広げ、団体育成を図るため、教養研修、レクリエーション、
健康、その他福祉の向上等を図る活動の際に活用している。

11,880 688 12,568Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

88 アイヌ援護業務
ウタリ住宅改良資金等貸付事
業、千歳アイヌ協会支援事業

保健福祉部
福祉課総務
係

　千歳アイヌ協会の運営を支援し、アイヌの方々の社会的地
位の向上を図るとともに、住宅の新築及び改修に必要な資金
の一部低利貸付、さらには住宅金融支援機構から融資を受け
た新築資金のうち、2％を超える利子の補給を行い、経済的な
負担を軽減している。
　また、貸付金の収納業務のほか、生活館では生活や教育等
の相談、料理教室やアイヌ語等の講習会等を行っている。

361 6,075 6,436Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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89 災害見舞金事業 災害見舞金事業
保健福祉部
福祉課総務
係

　災害によって被害を受けた市民に対して応急的な援護とし
て、被害程度に応じた見舞金を支給する。 67 156 223Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の

まま継続

90
生活困窮世帯冬季生
活支援事業

生活困窮世帯冬季生活支援事
業

保健福祉部
福祉課総務
係

　生活に困窮している高齢者世帯、障がい者世帯及びひとり
親世帯に対し、冬季の生活支援として暖房費の一部を助成す
る。

1,333 1,313 2,646Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ A B B A現状の
まま継続

91
介護保険趣旨普及事
業

介護保険・保健福祉サービス
ガイド配布業務

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　介護保険法の規定により３年ごとの作成を義務づけられて
いる介護保険事業計画（高齢者保健福祉計画を含む）に盛り
込まれた当該内容について、カラー版の「ちとせの介護保険
保健福祉サービスガイド」を作成し、相談等で来庁した市民
に配布したり、説明会においての資料として活用する。な
お、平成30年～令和２年度は第７期計画となっている。

375 938 1,313Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ C C A B現状の
まま継続

92
介護保険供給体制・
事業者調整事業

介護保険サービス空き情報業
務

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　市内を中心とした介護保険サービス事業者の一覧表を作成
するとともに、居宅介護支援事業者のサービス利用ができる
かどうか（定員に達した場合は利用できない）についても、
毎月１日現在の状況を把握して一覧表（「空き情報」とい
う。）を作成している。これらは、窓口に常置するととも
に、空き情報については新規の介護認定の結果通知の際に同
封している。また、地域密着型サービス事業者に対する指
定、実地指導を行い、介護保険サービスの適正化を図る。

0 625 625Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅲ A A A A現状の
まま継続

93 老人クラブ育成事業老人クラブ育成事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　高齢者の積極的な社会参加の促進を図り、豊かで潤いのあ
る長寿社会づくりを目指すための事業運営に必要な補助金を
千歳市老人クラブ連合会に交付する（単位老人クラブへは、
連合会から交付される）。

7,565 688 8,253Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

94
高齢者福祉サービス
利用券助成事業

高齢者福祉サービス利用券助
成事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　毎年７月１日現在において、千歳市に引き続き６か月以上
在住し、満75歳以上の当該年度市民税非課税の方を対象に、
市内でバス、タクシー、公衆浴場,温泉、理美容及びはり・
きゅう、マッサージ等（指定事業者に限る）を利用できる福
祉サービス利用券（１万円分）を支給する。

48,072 2,563 50,635Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B B B現状の
まま継続

95 弔慰事業 弔慰事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　亡くなった高齢者に弔意を示し、社会に貢献したことをね
ぎらい、敬老思想の高揚を図るため、死亡時の年齢により弔
電等を送る。
　満77歳以上は弔電を、満88歳以上は弔電と弔旗掲揚を、満
100歳以上は弔電と弔旗掲揚に加え弔慰金（１万円）を贈って
いる。

180 688 868Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅳ B C A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

96 高齢者生活支援事業
除雪サービス事業運営委託業
務

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　身体状況等の理由により除雪の際に労力等の確保が困難な
高齢者に対し、在宅生活の継続を図るため、除雪サービスを
提供する。 4,109 313 4,422Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅲ B B A B現状の

まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

97
緊急通報システム整
備事業（高齢者）

緊急通報システム端末送信機
設置事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　在宅の高齢者の日常生活上の不安の解消及び人命の安全を
確保するため、火災、急病、事故等の緊急時の連絡体制を確
立する。緊急時は消防へ、相談時は地域包括支援センターへ
通報できる緊急通報用装置を無償貸与する。

9,375 1,563 10,938Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B B B
見直して
継続
（手段の
見直し）

98 福祉電話貸与事業 福祉電話貸与事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　日常生活の便宜を図り、福祉の増進に寄与するため、福祉
電話の貸与要件を満たした高齢者等に、無償で福祉電話を貸
与し、基本料金を助成する。

62 313 375Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅲ B B A A休止
・廃止

99 敬老会開催事業 敬老会開催事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　市内に住所を有する満75歳以上の高齢者を対象として式典
を開催し、高齢者の生きがいと社会参加の意欲を促進させ、
社会的孤立感の解消と自立した生活の支援を行う。

6,016 1,500 7,516Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A B現状の
まま継続

100敬老祝金贈呈事業 敬老祝金贈呈事業

保健福祉部
高齢者支援
課高齢福祉
係

　毎年9月15日現在の満年齢で77歳、88歳、99歳、100歳の方
で、千歳市に引き続き6か月以上在住している方に、長寿をお
祝いするため、それぞれ77歳1万円、88歳3万円、99歳5万円、
100歳7万円を祝金として贈呈する。

20,635 1,094 21,729Ⅲ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B B A A
見直して
継続
（縮小）

101
介護保険訪問介護特
別対策事業

介護保険訪問介護特別対策事
業

保健福祉部
高齢者支援
課介護保険
係

　障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律によるホームヘルプサービスの利用において、生活保
護の境界層該当として定率負担額が０円となっている者のう
ち、介護保険制度に移行してきた者に対し自己負担額の軽減
を図っている。

0 94 94Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ A A - A現状の
まま継続

102
社会福祉法人等利用
者負担軽減対策事業

社会福祉法人等による利用者
負担軽減対策事業

保健福祉部
高齢者支援
課介護保険
係

　介護保険法に基づくサービスの利用時に、社会福祉法人等
のサービスを利用している低所得世帯に属する利用者の自己
負担額について軽減を図っている。

1,950 1,250 3,200Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

103高齢者相談業務 高齢者相談業務

保健福祉部
高齢者支援
課地域支援
係

　来庁者や相談受付専用電話、メールでの相談、苦情等に対
応している。また、地域包括支援センターが受け付けた相
談、苦情のうち、判断が難しいものについては連携して対応
している。

101 3,438 3,539Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ A A A A休止
・廃止

104
地域支援事業(任意
事業)

訪問給食サービス事業、家族
介護用品支給事業、成年後見
制度利用支援助成事業、成年
後見制度利用支援事業、住宅
改修理由書作成経費助成事
業、生活援助員派遣事業

保健福祉部
高齢者支援
課地域支援
係

　地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい
生活を継続できるよう、被保険者及び介護者等に対し、地域
の実情に応じた支援として、訪問給食サービス、介護用品支
給、生活援助員派遣事業、成年後見制度普及事業、成年後見
制度利用支援助成事業、成年後見人等報酬助成事業、住宅改
修理由書作成経費助成事業、高齢者虐待緊急保護支援事業等
を行う。

16,645 3,402 20,047Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

105
障がい者日常生活支
援サービス事業

移送介助サービス事業、障が
い者訪問給食サービス事業、
障がい者除雪サービス事業、
障がい者紙おむつ支給事業、
施設面会旅費助成事業

保健福祉部
障がい者支
援課障がい
福祉係

　障がいのある人に、配食や移動等のサービスを提供するほ
か、市外の社会福祉施設に入所している障がいのある人に、
その家族が面会するときの旅費を助成することなどにより、
介護者の経済的・精神的な負担軽減を図り、安心して日常生
活を送ることができるよう支援する。

3,290 3,438 6,728Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

106
緊急通報システム整
備事業（障がい者）

緊急通報システム整備事業

保健福祉部
障がい者支
援課障がい
福祉係

　緊急時に機敏に行動することができない障がいのある人が
いる世帯に、緊急時の連絡体制を確立するため、緊急通報シ
ステムを設置する。

159 313 472Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

107
障がい者福祉サービ
ス利用券助成事業

障がい者福祉サービス利用券
支給事業

保健福祉部
障がい者支
援課障がい
福祉係

　障がいのある人を対象に、バスやタクシー、公衆浴場、理
容・美容、はり・きゅう等に使用できる福祉サービス券を支
給し、積極的な社会参加を促進するとともに、健康の維持増
進を図る。

42,824 938 43,762Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

108
障がい者団体運営費
等補助事業

千歳市手をつなぐ育成会運営
費補助事業、千歳身体障がい
者福祉協会運営費補助事業、
千歳市つくし会運営費補助事
業、千歳断酒会運営費補助事
業、地域活動支援センター運
営費補助事業（家賃補助分）

保健福祉部
障がい者支
援課自立支
援係

　障がい者団体及び施設の運営費等に対し補助金を交付し、
運営の安定化を図る。 951 219 1,170Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B A A A現状の

まま継続

109
障がい者自立支援教
育訓練等助成事業

障がい者自立支援教育訓練等
助成事業

保健福祉部
障がい者支
援課自立支
援係

　障がい者の就労に結びつくような専門的資格取得や職業能
力の向上のため、教育訓練、資格取得などの受講費用の一部
を助成する。
　助成額は受講に要する経費の４割とし、20万円を上限額と
している。

0 156 156Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B C A
見直して
継続
（その
他）

110
障がい者就労支援事
業

障がい者就労支援事業

保健福祉部
障がい者支
援課自立支
援係

　市内就労支援事業者への業務委託により「就労推進室やま
せみ」を設置し、障がい者就労支援事業を実施している。就
労支援推進員３名を配置し、ハローワーク等関係機関との連
携及び企業訪問等による雇用拡大に向けた啓発活動や情報提
供を行い、雇用先や実習先などの職場開拓に向けた取組を実
施する。

11,770 2,344 14,114Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B C A現状の
まま継続

111
まちなかウォーキン
グ推進事業

水と緑を歩こう会、ウォーキ
ング事業

保健福祉部
健康づくり
課管理係

　実施場所の制約が少なく、気軽に取り組むことができる
ウォーキングを普及し、日常生活の中で主体的に実践するよ
う「ウォーキングマップ」の作成・配布や「水と緑を歩こう
会」、「まちなかウォーキング」を開催する。
※Ｒ２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響
で、全４回のうち２回は中止しているので、残り２回を開催
した場合の見込値である。

154 2,750 2,904Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ A A B A現状の
まま継続

112食育推進事業 食育推進事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　食に関するパネル展の開催や食育フォーラムを開催し、食
に関する情報の提供や正しい知識の普及を図る。 112 2,813 2,925Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B A A

見直して
継続
（手段の
見直し）
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

113健康イベント事業 健康まつり事業
保健福祉部
健康づくり
課管理係

　市のほか、千歳医師会、千歳市歯科医師会、千歳市薬剤師
会、千歳市救急法赤十字奉仕団、千歳市食生活改善協議会等
で構成する「千歳市健康まつり実行委員会」を組織し、動脈
硬化度測定コーナー、歯の健康コーナー、おくすりなんでも
相談コーナー、救急・蘇生コーナー、栄養相談コーナーな
ど、健康づくりに対する関心を高めるコーナーを設けた健康
まつりを開催する。

938 4,688 5,626Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B A C A
見直して
継続
（手段の
見直し）

114
健康相談・健康教育
事業

健康相談事業、健康教育事
業、自殺対策事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　・　集団を活用した健康教育や健康教室の開催
　・　個別の健康状態と生活習慣に応じた健康相談の実施
　・　講演会・講座の開催
　・　チラシや掲示、こころの健康チェック票を活用した健
康づくりの普及・啓発活動
　上記事業を通し、市民が健康への意識を高め、心身の健康
づくりができるように支援する。

1,904 17,844 19,748Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

115食生活改善推進事業 食生活改善推進事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　 栄養・食生活は、健康の保持・増進のために重要であるこ
とから、食生活改善に関する知識や料理方法などの技術につ
いての普及啓発を図る必要がある。
   このため、適切な食生活の実践に繋がるよう、食生活改善
推進員と連携して、食育教室、高血圧予防料理講習会におけ
る講話や調理実習の実施、健康まつりにおける「食・栄養」
をテーマにした試食や展示などを実施する。
　 また、市民の栄養・食生活改善活動を推進している地域ボ
ランティア組織である食生活改善協議会に補助金を交付し、
食生活改善活動を支援する。

253 2,844 3,097Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅳ B B B A現状の
まま継続

116
北海道総合在宅ケア
推進事業

北海道総合在宅ケア推進事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　訪問看護は、病気や障がいのある人が住み慣れた地域やご
家庭で、その人らしく療養生活を送れるように、看護ケアを
提供し、自立への援助を促し、療養生活を支援するサービス
であり、訪問看護を含む在宅ケアの推進母体として、道、市
町村、道医師会などが「（社）北海道総合在宅ケア事業団」
を設立した。平成６年度にこの事業団により本市に訪問看護
ステーションが設置されたことから、病気や障がいのある人
が訪問看護サービスを受けられるよう負担金を支出してい
る。

700 63 763Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

117
北海道難病連補助事
業

北海道難病連助成事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　北海道難病連は、原因や治療法がわからない病気等の難病
によって、様々な困難に直面している患者やその家族に対し
ての具体的援助を行い、また、原因の早期究明と治療法の早
期確立及び社会的援助のための研究を推進し、さらに、難病
問題の社会的啓発と対策前進を図ることを目的として事業活
動をしており、市はこれらの活動に対して助成を行ってい
る。

90 125 215Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

118
難病患者等生活支援
事業

難病患者等居宅生活支援事業

保健福祉部
健康づくり
課健康企画
係

　介護保険法、老人福祉法、障害者総合支援法等の支援施策
の対象とならない難病患者に対し、各症状に応じた日常生活
用具を給付する。�

0 94 94Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B A D
見直して
継続
（その
他）

119
妊産婦乳幼児委託健
康診査事業

乳幼児委託健診事業（法令・
任意）、妊婦健診助成事業、
産婦健診助成事業

保健福祉部
母子保健課
母子保健係

　妊婦に対して、「妊婦一般健康診査受診票（14枚）」「超音
波検査票（６枚）」を交付し、産婦に対して「産婦健康診査受
診票（2枚）」を交付し、健診等の費用の一部を助成している。
　また、市内の指定医療機関に委託し先天性股関節脱臼検診、
10か月児健診を行っている。各集団健診（４か月児健診、１歳
６か月児健診、３歳児健診）の結果、精密検査が必要な場合
は、「乳幼児精密検査票」を発行し、精密検査料を助成してい
る。

75,425 10,688 86,113Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ C C B A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）
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ニーズ
の動向

事務事
業の性
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経済性 効率性 有効性
手段の
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今後の
方向性

二次
評価の
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120
新生児訪問（こんに
ちは赤ちゃん）事業

新生児訪問（こんにちは赤
ちゃん）事業、千歳市校長会
補助事業

保健福祉部
母子保健課
母子支援係

　生後４か月までの乳児がいる全ての家庭に、助産師または
保健師が家庭訪問し、産婦の健康状態に応じた保健指導、新
生児の発育、栄養、生活・育児環境等の確認、必要な各種情
報提供、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供に
つなげる。

909 6,531 7,440Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ A A A A現状の
まま継続

121

予防接種・乳幼児健
診時の遊び場設置事
業

予防接種・乳幼児健診時の遊
び場設置事業

保健福祉部
母子保健課
母子保健係

　安全で安心して保健サービスが受けられるよう、乳幼児健
診・育児相談・予防接種・健康づくり教室等の会場に保育士
を配置し、こどものための遊び場を設置している。
　また、乳幼児健診や育児相談においては、保育士による親
子遊びの体験を実施している。

1,294 219 1,513Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A A B A現状の
まま継続

122不妊治療費助成事業 不妊・不育症治療費助成事業
保健福祉部
母子保健課
母子保健係

　健康保険の適用とされていない不妊治療（①一般不妊治療
②体外受精及び顕微授精などの特定不妊治療　③特定不妊治
療の一環として行われる男性不妊治療）の治療費の一部を助
成する。

3,969 1,875 5,844Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A A A A
見直して
継続
（拡大）

123
ちとせ版ネウボラ事
業

ちとせ版ネウボラ事業
保健福祉部
母子保健課
母子支援係

【妊婦ネウボラ】
総合保健センターにおいて、母子保健コーディネーター（保
健師）が母子手帳交付などにおいて総合的な相談支援を実施
する。「傾聴」「対話」「助言」の場とし、妊婦全員に妊娠
期支援プランを作成する。
【こどもネウボラ】
総合保健センターにおいて、定期的に相談支援を実施する。
また、市内の子育て支援センター（10か所）に保健師・助産
師等が巡回し、妊産婦や子育て中の保護者が相互に交流しな
がら、気軽に相談できる機会をつくり、必要時には支援プラ
ンを作成する。

3,009 11,875 14,884Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅲ C C A A現状の
まま継続

124産前・産後ケア事業 産前・産後ケア事業
保健福祉部
母子保健課
母子支援係

産前産後に関する来庁相談および家庭訪問による産後ケア
サービスの提供をする。 2,559 4,375 6,934Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅲ C A A A現状の

まま継続

125
休日夜間急病セン
ター運営事業

休日夜間急病センター運営事
業

保健福祉部
救急医療課
管理係

内科系一次救急における空白日の解消及び午前０時以降の診
療体制の確保により、安心安全な救急医療を市民に提供する
ため、休日夜間急病センターを運営する。

199,45565,075264,530Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

126救急医療運営事業
救急医療業務委託事業、救急
医療啓発普及業務委託事業

保健福祉部
救急医療課
救急医療係

・　一次救急医療体制を確保するため、千歳医師会に「在宅
当番医による休日・夜間の診療業務」及び「在宅当番医の当
番日調整業務」を委託する。
・　二次救急医療体制を確保するため、千歳医師会等に運営
事業費に対する補助金を交付する。
・　一次救急医療業務の診療空白日の解消を図るため、市内
外の医療機関と救急医療支援協定を締結する。
・　救急医療体制の維持に向け、救急医療機関の適正利用に
向けた普及啓発を実施する。

69,836 5,000 74,836Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B C B A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
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の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
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今後の
方向性

二次
評価の
有無

127子育て情報提供業務
子育て支援ホームページ管理
事業、子育てガイド等作成事
業

こども福祉
部こども政
策課こども
政策係

　当市の地域性として転勤世帯や核家族世帯が多く、住み慣
れない環境で保護者だけで子育てしている家庭が多い。安心
して子どもを生み育てることができるよう、子育てに関する
さまざまな情報を一元的に受け取りやすい形で発信するた
め、子育て支援ガイドブック「千歳市子育てガイド」の３年
に１回の見直し作成・配布及び子育て情報ＳＮＳ「ママから
net.」や子育て支援ホームページによる最新情報の提供を行
う。

643 2,500 3,143Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B A A A現状の
まま継続

128
転入親子ウエルカム
事業

転入親子ウエルカム事業

こども福祉
部こども政
策課こども
政策係

　市の多目的バスを活用した子育て関連施設等の巡回見学及
び公立子育て支援センターの機能を活用した親子交流の機会
を提供する。

49 2,500 2,549Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B B A
見直して
継続
（縮小）

129
子ども・子育てブラ
ンディング事業

子ども・子育てブランディン
グ事業

こども福祉
部こども政
策課こども
政策係

　妊娠・出産から子育てまで切れ目のない支援を提供し、子
育て世代がしあわせを実感できる「子育てのまち」を目指す
“子育てするなら、千歳市”の政策について、ポスター・
リーフレットの作成、配布等による積極的なＰＲ活動を行う
ことで、子育て世代を応援し、元気な子どもたちを増やし、
今後も発展し続ける市の「プラスイメージ」をつくり、まち
の価値を高める。

0 2,500 2,500Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B C B
見直して
継続
（手段の
見直し）

130
子育て特典カード事
業

ちとせ子育て特典カード事業

こども福祉
部こども政
策課こども
政策係

　地域社会全体による子育て支援の気運を高めるため、市内
の企業・店舗等の協力を得て、子育て家庭に対し商品割引等
の特典サービスを提供する。
　妊婦、中学校修了前までの子どもがいる世帯を対象に、
「ちとせ子育て特典カード」を交付し、協賛店舗等で提示し
た際に、商品割引等の特典サービスを受けることができる。

157 2,500 2,657Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A B B A現状の
まま継続

131保育支援員事業 保育支援員事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　保育支援員による、市内10ヶ所の地域型保育給付施設へ
の、定期的な巡回訪問により保育に関する支援・指導を行
う。

192 3,125 3,317Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A A A A現状の
まま継続

132
事業所内保育所運営
費補助事業

事業所内保育所運営費補助事
業

こども福祉
部こども政
策課保育係

　市内の事業所内保育所（職場の託児所で社員の児童を保育
する）に市が定めた人件費、教材費の運営費補助を行う。 275 625 900Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A B A A現状の

まま継続

133延長保育事業
開所時間延長事業、延長保育
事業

こども福祉
部こども政
策課保育係

　子育てと仕事を両立でき、安心して子どもを生み育てられ
る環境づくりの一環として、通常の保育事業のほか、保護者
のニーズに対応するため、開所時間を超えた保育を行う。

26,017 15,625 41,642Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

134休日保育事業 休日保育事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　日曜・祝日等に勤務の都合などによって家庭で保育できな
い保護者に代わり、民間保育園１園を開所し保育している。 4,009 938 4,947Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A B A A現状の

まま継続
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（千円）

人件費
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135
ファミリーサポート
センター事業

ファミリーサポートセンター
事業、緊急サポートネット
ワーク事業

こども福祉
部こども政
策課保育係

　子育ての援助を受けたい会員（依頼会員）と子育ての援助
を行いたい会員（提供会員）が組織を作り、地域の中でお互
いに助け合いながら子育てを支援する。
　また、千歳市緊急サポートネットワーク事業として病気の
お子さんの預かり、急な残業時の預かり、及び急な出張時の
宿泊を伴う預かり等を行う。

9,824 938 10,762Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

136
病児・病後児保育事
業

千歳こどもデイケアルーム
（病児・病後児保育）事業

こども福祉
部こども政
策課保育係

　病気中及び病気の回復期で急変の可能性はないが、集団保
育が困難な児童等を勤務の都合などによって家庭で保育でき
ない保護者に代わり、病児・病後児保育の専用施設で保育す
る。

9,392 938 10,330Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

137
夜間保育所運営費補
助事業

夜間保育所運営費補助事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　夜間(18時以降)に保護者が仕事などの理由で家庭で児童の
保育ができない場合に、保護者に代わり保育サービスを行っ
ている市指定の夜間保育所に対し、人件費や教材費等の運営
費を支援する。

8,495 625 9,120Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

138
私立認可保育所新
設・増改築支援事業

保育所新設支援事業、保育所
増改築支援事業

こども福祉
部こども政
策課保育係

　保育所入所児童の受入枠を拡大するため、民間保育所の新
設・増改築の施設整備に対し補助を行う。 1,556 156 1,712Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A A A A現状の

まま継続

139障がい児保育事業 障がい児保育事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　心身に障がいを有し、保育に欠けるおおむね３歳以上の児
童を個々の発達に応じて健常児とともに集団保育することに
より、健全な成長・発達を促す。

60,957 32,188 93,145Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A B A A現状の
まま継続

140へき地保育事業 へき地保育事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　へき地における保育対策の推進を図るため、市街地から離
れた地域については認可外保育施設のへき地保育所を設置し
ており、概ね２歳から就学前の児童を対象に、４月から12月
の期間、週６日開所している。
　また、東千歳保育所及び駒里保育所では地域住民による冬
期間運営を行うため、市が支援している。

29,001 4,063 33,064Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A B A A現状の
まま継続

141
市立保育所民営化推
進事業

真々地保育所民営化推進事業
こども福祉
部こども政
策課保育係

　認可保育所は、増大、多様化する保育ニーズへの対応と子
育て支援策を推進する中核的な担い手として期待されてお
り、より良い保育環境を築いていくためには、人的資源や財
源等の一層の有効活用が必要である。このことから、平成16
年3月、市立保育所4か所のうち、2か所の民営化方針が決定さ
れ、平成17年11月に「市立保育所の整備及び民営化計画」が
策定された。本事業はこの計画に基づき平成21年度に千歳保
育所を民営化し、平成24年度に真々地保育所の民営化を行っ
た。　真々地保育所の民営化に伴い、運営費補助金を支出す
る。

2,000 156 2,156Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

142
幼稚園及び認定こど
も園教育振興事業

私立幼稚園及び認定こども園
就園奨励費補助事業、私立幼
稚園燃料費・光熱水費補助事
業、私立幼稚園等障害児教育
補助事業、私立幼稚園建設資
金利子補給補助事業、私立幼
稚園連合会研修費補助事業

こども福祉
部こども政
策課給付係

　幼児期は、人間形成の基礎を培う極めて重要な時期であ
り、幼稚園教育がその後の学校教育全体の生活や学習の基盤
の育成につながることから、その役割は非常に大きい。
　このことから、幼稚園教育の振興を図るため、私立幼稚園
及び認定こども園に対して補助金を交付し、教育環境を整備
している。
（国の保育料無償化に伴い、令和元年10月からは「幼稚園を
活用した子育て支援としての２歳児の受入」事業のみ市単独
補助として実施）

34,307 1,563 35,870Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ A A A B
見直して
継続
（手段の
見直し）
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（千円）

人件費
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143
乳幼児紙おむつ用ご
み袋支給事業

乳幼児紙おむつ用ごみ袋支給
事業

こども福祉
部こども家
庭課こども
家庭係

　基準日に市内に住所がある3歳未満の乳幼児を養育している
世帯に対し、紙おむつ処理用のごみ袋を個別配送により支給
している。
�①基準日：4月1日　ごみ袋100枚
②副基準日：10月1日（4月2日以降に転入又は出生した乳幼児
が対象）　ごみ袋50枚

2,609 1,313 3,922Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

144こども食堂応援事業 こども食堂応援事業

こども福祉
部こども家
庭課こども
家庭係

年に一回「こども食堂セミナー」を開催し、「こども食堂」
についての市民への認知を深め、「こども食堂」の開設につ
ながるきっかけづくりを行い、また、開設されたこども食堂
が安定的に継続されるよう支援している。

95 1,406 1,501Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A A B A
見直して
継続
（手段の
見直し）

145
母子家庭等相談支援
事業

母子等福祉事業

こども福祉
部こども家
庭課こども
家庭係

　母子家庭等ひとり親世帯からの相談に応じ、その自立に必
要な情報提供、指導、職業能力の向上及び求職活動に関する
支援、さらには北海道が行っている母子・父子・寡婦福祉資
金貸付業務に関する受付業務など、母子・父子自立支援員に
よる母子家庭等の自立促進に向けた総合的、かつ、継続的な
相談指導等を行う。

138 5,595 5,733Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

146

母子家庭自立支援給
付金及び父子家庭自
立支援給付金事業

母子家庭自立支援給付金及び
父子家庭自立支援給付金事業

こども福祉
部こども家
庭課こども
家庭係

　母子家庭等の経済的な自立を図るため、市が指定する教育
訓練給付講座の受講者に受講料の一部を助成する。（講座修
了後に受講料の6割を支給。）
　また、看護師、介護福祉士など特定の資格を取得するた
め、1年以上養成機関で修業する者に訓練促進給付金等を支給
する。
（平成26年度まで母子家庭自立支援給付金事業として実
施。）

1,564 1,238 2,802Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

147子育て短期支援事業 子育て短期支援事業

こども福祉
部こども家
庭課児童相
談係

　保護者の病気や社会的理由などにより、家庭において児童
の養育が一時的に困難な場合に、養護施設において短期間
（原則7日間）宿泊付きで児童を預かる。千歳市内には受け入
れ施設がないため、北広島市の養護施設に委託している。

113 666 779Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

148家庭児童相談室事業
家庭児童相談室事業、要保護
児童地域ネットワーク協議会
事業

こども福祉
部こども家
庭課児童相
談係

　家庭児童相談員や臨床心理士を配置し、児童虐待や児童の
養育問題などについての相談や保護者・児童と面接するカウ
ンセリング等を行う。また、千歳市要保護児童地域ネット
ワーク協議会を設置し、児童相談所をはじめ関係機関・団体
と連携しながら要保護児童に幅広く対応している。�

1,116 25,330 26,446Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

149学童クラブ事業 学童クラブ事業

こども福祉
部子育て総
合支援セン
ター児童支
援係/主査
（児童指導
担当）/こど
も福祉部主
幹付主査

　児童の健全育成を図るため、就労等により昼間保護者のい
ない家庭の小学１年生から6年生までの児童を対象に、放課後
の遊び及び生活の場を提供している。
これまで児童館への併設、小学校の余裕教室、小学校内専用
施設等の活用を図りながら、現在まで17か所に設置してい
る。

82,687 83,138165,825Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ B A A A
見直して
継続
（手段の
見直し）
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方向性

二次
評価の
有無

150児童館管理運営事業 児童館運営事業

こども福祉
部子育て総
合支援セン
ター児童支
援係/主査
（児童指導
担当）/こど
も福祉部主
幹付主査
（児童館等
運営調整担
当）

　市内に10館の児童館を設置しており、児童館を利用する子
どもが遊びによって心身の健康を増進し、豊かな情操を育む
ことができるよう、また、様々な活動に自発的に取り組める
ように援助している。学童クラブを併設するとともにランド
セル来館事業（無料・登録制の市独自事業）を開始し、自由
来館と合わせて就労等で保護者が家庭にいない小学生に安心
できる安全な「放課後の居場所」を複数のメニューにより提
供している。また、中高生の専用時間「中高生タイム」を設
定し、中高生の放課後の居場所としての機能もある。
地域の人々と連携して行事を行うなど子育てしやすい環境づ
くりに努めており、子ども（特に乳幼児）とその保護者が気
軽に相談できる地域における子育て支援の活動拠点として利
用されている。

29,665 83,138112,803Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B C B A
見直して
継続
（手段の
見直し）

151
つどいの広場運営事
業

つどいの広場事業

こども福祉
部子育て総
合支援セン
ターちと
せっここど
もセンター
係

　子育ての孤立感や不安・負担感を解消するため、�千歳市子
育て総合支援センター内において、子育て中の親子が気軽に
集い、交流する「つどいの広場」を運営する。
　つどいの広場では、利用しやすい環境づくりを行うととも
に、子育ての不安や悩みの相談、情報提供を行い、遊びなど
をテーマとした親子教室を開催している。

7,405 1,250 8,655Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅱ C B B A現状の
まま継続

152
地域子育て支援セン
ター運営事業

地域子育て支援センター運営
事業(ちとせっここどもセン
ター)、地域子育て支援セン
ター運営事業(げんきっここど
もセンター)

こども福祉
部子育て総
合支援セン
ターちと
せっここど
もセンター
係

　育児に対する不安や負担感を軽減するため、平成11年に市
が千歳洋翔会（アリス保育園）に委託し、地域子育て支援セ
ンターを開設した。
　平成20年４月には千歳市子育て総合支援センター、平成26
年3月に北新子育て支援センターを開設し、アリス子育て支援
センターと連携しながら地域子育て支援拠点事業を行ってい
る。また、平成27年度からは、８か所の児童館において児童
館型地域子育て支援センターを設置し、つどいの広場、子育
て相談、親子行事等を実施している。

14,658 23,375 38,033Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ A A B A現状の
まま継続

153
子育てコンシェル
ジュ事業

子育てコンシェルジュ事業

こども福祉
部子育て総
合支援セン
ターちと
せっここど
もセンター
係

　子育て家庭の個別ニーズの把握を行いながら、新制度の施
行に伴い、複雑化した教育・保育施設の内容、支給認定制
度、当市の多種多様な子育て支援事業の利用にあたっての情
報集約・提供や利用者支援などを行い、きめ細かに子育て世
帯への支援を実施する。
また、子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携、協働
などの体制づくりを行う。

533 7,700 8,233Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B C A現状の
まま継続

154地域療育推進事業 地域療育関係職員研修事業

こども福祉
部こども療
育課主査
（療育指導
担当）

　心身の発達に障がいや心配のある乳幼児とその保護者が、
身近な地域で適切な療育サービスを受けられるよう療育、保
育等に携わる職員の専門知識の習得、療育技術の向上を図る
ため講演会を行う。

270 954 1,224Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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155早期療育事業

発達相談指導業務、障がい児
相談支援業務、こども通園セ
ンター療育指導業務、こども
通園センター交通費助成事業
（早期療育）、巡回支援事業

こども福祉
部こども療
育課相談支
援係/主査
（療育指導
担当）

　心身の発達に障がいや心配のある乳幼児とその保護者に対
し、発達の相談・評価や子育て支援、関係機関との連絡調整
を行う。
　障がいや発達の課題に応じた療育指導、保護者への育児支
援、関係機関との連絡調整等を行い、個々の状況に応じた豊
かな発達を促し、望ましい育児環境の中で適切な子育てが行
えるようにする。

6,634114,140 120,774Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

156
義務教育終了者機能
訓練業務

義務教育終了者機能訓練業
務、こども通園センター交通
費助成事業（義務教育終了
者）

こども福祉
部こども療
育課相談支
援係/療育係
/主査（療育
指導担当）

　重度の肢体不自由がある義務教育終了児者のための機能訓
練については、専門的な医療や福祉サービス業者が市内に少
なく、制度的にも充実されていないため、本人や保護者から
の強い要望により、こども通園センターで機能訓練や通園交
通費の助成を行っている。

0 906 906Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ B B C A現状の
まま継続 有

157商業振興支援事業
商業振興支援事業、中心市街
地交流機能創出事業

産業振興部
商業労働課
商業振興係

　第２期千歳市商業振興プランに基づき、千歳商工会議所が
地域経済の発展に寄与するために実施する事業に係る経費の
一部を助成する。

2,103 5,688 7,791Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B B現状の
まま継続

158
地場生産品育成推進
事業

地場生産品育成推進事業
産業振興部
商業労働課
商業振興係

　地場産品の普及・振興や消費拡大などを図るため、札幌市
が主催する「さっぽろオータムフェスト」に参加する千歳商
工会議所に対し出店に係る経費の一部を助成するほか、特産
品の発掘やＰＲを目的とするイベント等の実施を検討する。

618 719 1,337Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

159
商店街振興事業補助
事業

市民夏まつり補助金交付事
業、市民冬イベント補助金交
付事業

産業振興部
商業労働課
商業振興係

　千歳市商店街振興組合連合会や千歳商工会議所等で構成さ
れている夏まつり実行委員会及び千歳の冬を楽しむ実行委員
会に対し、イベントを実施する際の必要経費の一部について
助成を行い、市民に憩いの場を提供し、中心市街地の集客を
図る。

7,416 1,719 9,135Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B B現状の
まま継続

160
中小企業相談所支援
事業

中小企業相談所補助事業、中
小企業相談所との連携業務

産業振興部
商業労働課
商業振興係

　市内の中小企業者が経営相談などを行う窓口で、千歳商工
会議所内にある中小企業相談所の円滑な運営及び組織機能の
充実を図り、行政との情報交換や連携などにより、中小企業
の振興に寄与する。

9,000 1,125 10,125Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B B B現状の
まま継続

161
中小企業対策支援事
業

中小企業振興資金貸付事業、
中小企業対策補助事業、中小
企業振興審議会事業、経営・
経済情報収集業務、創業支援
事業

産業振興部
商業労働課
商業振興係

　中小企業に対する支援として、融資メニューを提供し、融
資にかかる保証料の助成を行うとともに、経済・経営情報を
収集し、各種施策について検討を行う。

566,2442,000568,244Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

162
中心市街地機能維持
事業

中心市街地機能維持事業
産業振興部
商業労働課
商業振興係

　千歳タウンプラザの施設所有者に対し、中心市街地の機能
維持を図ることを目的として、同施設の暫定運営に要する必
要な経費となる「固定資産税・都市計画税相当額」と「施設
管理経費の一部」を助成する。

18,383 5,469 23,852Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A B現状の
まま継続
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163
公衆浴場設備整備補
助事業

公衆浴場設備整備補助事業
産業振興部
商業労働課
商業振興係

　北海道公衆浴場業環境衛生同業組合に加入し、北海道公衆
浴場設備整備事業の補助金の交付を受けている事業主が、公
衆浴場の設備整備を行う際に補助を行い、経営の安定と合理
化を促進する。

0 94 94Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B - B現状の
まま継続

164
商店街観光消費促進
事業

商店街観光消費促進事業
産業振興部
商業労働課
商業振興係

千歳市商店街振興組合連合会が主体となり実施する、駅前通
りや商店街等へのイルミネーション等の設置や、デジタルサ
イネージを活用した多言語対応の双方向的情報発信システム
の設置・運用等に係る必要経費の一部を補助することで、宿
泊客の商店街への誘客と回遊性を促し、とりわけ外国人を中
心とした観光客の消費増大を図る。

27,636 1,094 28,730Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ － － A B現状の
まま継続

165
勤労者福利厚生等支
援事業

勤労青少年の日行事負担金事
業、労働団体公益事業補助事
業、勤労者体育大会負担金事
業

産業振興部
商業労働課
労政係

　勤労者の生活安定と福祉の向上を図り、社会人・職業人と
して成長しようとする若者の健全育成を支援するため、労働
団体等が実施する福利厚生等事業に対して、補助金等を交付
する。

475 406 881Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B C A現状の
まま継続

166
千歳市技能士会補助
事業

千歳市技能士会補助事業
産業振興部
商業労働課
労政係

　技能士の資質向上・技能後継者の育成指導・確保事業を推
進する千歳市技能士会の運営基盤の確立を図るため、当該団
体に補助金を交付する。

82 406 488Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

167
雇用情報センター設
置運営事業

雇用情報センター運営事業、
北海道人材誘致推進協議会運
営事業、自衛隊退職者援護対
策連絡協議会事業、雇用需要
等調査事業

産業振興部
商業労働課
労政係

　職を求めている市民やＵ・Ｉ・Ｊターン希望者に対する求
人情報など雇用情報の提供、自衛隊援護連絡協議会との連
携、市内企業への雇用需要アンケート等を行う。

399 1,972 2,371Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

168
千歳職業訓練協会補
助事業

千歳地方職業訓練協会補助金
事業

産業振興部
商業労働課
労政係

　職業能力開発促進法に基づき、職業能力の開発・向上及び
職業能力検定の普及促進を図り、技能後継者の養成・確保並
びに市民向け講座などを実施し、当市産業経済の発展に寄与
する職業訓練法人千歳地方職業訓練協会に運営事業費として
補助金を交付し、運営基盤の向上・確立を図る。

5,423 750 6,173Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ C C A A現状の
まま継続

169
勤労者生活資金貸付
事業

勤労者生活資金貸付事業
産業振興部
商業労働課
労政係

　千歳市内に勤務し、居住する方の生活安定の向上を図るた
め、市内金融機関に勤労者生活資金の原資を預託し、教育、
冠婚葬祭、病気、出産、その他生活安定向上に必要と認めら
れる資金の貸付を行う。

1,500 406 1,906Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

170
季節労働者就労対策
事業

季節労働者就労対策事業
産業振興部
商業労働課
労政係

　季節労働者の雇用の場がなくなる冬期間において、民間事
業者に委託して市道の除雪作業を実施し、季節労働者を雇用
する。

6,187 1,406 7,593Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ A A B A現状の
まま継続
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171
千歳市シルバー人材
センター補助事業

千歳市シルバー人材センター
補助事業、全国シルバー人材
センター協議会負担金事業、
北海道シルバー人材センター
連合会負担金事業

産業振興部
商業労働課
労政係

　高齢化が進展する中、高齢者の生きがいの充実や社会参加
を推進するため就業の場を確保し、提供するなどの高齢者事
業を推進する千歳市シルバー人材センターを支援するため、
事業運営費及び各種事業に係る補助金を交付する。

12,439 1,906 14,345Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

172
地元就職・人材確保
支援事業

地元就職・人材確保支援事業
産業振興部
商業労働課
労政係

若年求職者の就労意識の形成・向上を支援し、円滑な就職や
職場定着を促進するとともに、女性の就業促進や企業の人材
確保を目的として、若年求職者向け就職支援セミナー、女性
の再就職支援セミナーのほか、企業の採用活動を支援するセ
ミナーや合同企業説明会を実施する。

7,128 2,625 9,753Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A
見直して
継続
（拡大）

173
UIJターン就職促進
事業

ＵＩＪターン就職促進事業
産業振興部
商業労働課
労政係

　UIJターン就職の促進と市内企業の人材確保を図るため、Ｕ
ＩＪターンに役立つ地域の情報や市内企業の情報等を提供す
るポータルサイトの運営を行うほか、首都圏で開催される移
住相談会等に出展する。

655 3,058 3,713Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

174商業等活性化事業 商業等活性化事業

産業振興部
商業労働課
主査（商業
振興プラン
担当）/主幹
付主査（産
業政策担
当）

　「第２期千歳市商業振興プラン」に基づき、商業等活性化
事業（中心商店街空き店舗利用促進事業、中心商店街にぎわ
い創出事業、商店街人材育成等事業）を実施する。

8,005 4,156 12,161Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

175
商店街振興組合連合
会補助事業

商店街振興組合連合会補助事
業

産業振興部
商業労働課
主査（商業
振興プラン
担当）

　商業者の経営基盤の近代化と自主的な活動の促進を図るた
め、商店街振興組合法に基づき設置されている千歳市商店街
振興組合連合会が実施する商店街の環境整備や来街者歓迎事
業、商業振興プラン推進事業などに対して補助を行う。

7,175 8,375 15,550Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

176
公設地方卸売市場運
営業務

公設地方卸売市場運営業務、
適正な取引監視業務、生鮮食
料品等の市況情報提供業務、
卸売・仲卸業者販売情報提供
業務、市場公社貸付事業、公
設地方卸売市場事業特別会計
繰出金事業、職員給与費支給
事務、予備費管理業務、起債
償還金利子業務

産業振興部
公設卸売市
場管理係

　生産者等からの１次産品を卸売業者により集出荷し、買受
人(量販店、小売店）を通して市内及び周辺地域の消費者へ生
鮮食料品等を安定供給するため、公設卸売市場を開設し、流
通の拠点基地として運営する。

1,849 8,750 10,599Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

177

北海道農業公社（担
い手育成センター）
助成事業

（公財）北海道農業公社助成
事業

産業振興部
農業振興課
調整計画係

　（公財）北海道農業公社内の担い手育成センターが北海道
内における体験研修や就農研修受入の総合窓口としての役割
を担い、市及びＪＡ等の農業関係機関を含めた地域担い手支
援センターと連携を図りながら、新規就農希望者への就農支
援活動や就農支援資金の貸付管理、研修教育体制の整備を行
う。

135 375 510Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

178農業振興対策事業 農業振興対策事業
産業振興部
農業振興課
調整計画係

　農業者との懇談等（農政懇談会）を通じて、生産者の意見
を聴き、農業振興施策に反映する。 259 1,719 1,978Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の

まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
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事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
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今後の
方向性

二次
評価の
有無

179
道央農業振興公社運
営補助事業

（公財）道央農業振興公社運
営補助事業

産業振興部
農業振興課
調整計画係

　地域農業の活性化を図るため、千歳、恵庭、北広島、江別
の石狩中・南部地域四市と道央農協により運営されている(公
財)道央農業振興公社に、運営費の補助を行う。

5,829 469 6,298Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

180
駒里地域等振興推進
事業

駒里地域活性化事業、駒里地
域振興基金積立業務

産業振興部
農業振興課
調整計画係

駒里地域の振興のため、地域まつり等行事の人的支援を行っ
ている。 15 219 234Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B - A現状の

まま継続

181
新規就農者特別支援
事業

新規就農者特別支援事業
産業振興部
農業振興課
調整計画係

　多様な農業の担い手を育成・確保するとともに、就農後の
経営が不安定な就農者の所得を確保するため、国が行う「新
規就農・経営継承総合支援事業」の年齢要件に該当しない50
歳以上65歳未満の独立・自営農業者に助成金を助成する。

0 219 219Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A B休止
・廃止

182
農業人材力強化総合
支援事業

農業人材力強化総合支援事業
産業振興部
農業振興課
調整計画係

次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直
後の経営確立を図るため、資金を交付する。 6,856 1,406 8,262Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B C B現状の

まま継続 有

183
経営所得安定対策推
進事業

経営所得安定対策推進事業
産業振興部
農業振興課
農産係

　国が進める経営所得安定対策制度推進を図るため、千歳市
地域農業再生協議会において、制度の普及・推進活動、対象
作物の作付面積等の確認を行うなど、行政と農業団体、担い
手農家等が協力して地域農業を進める体制を整備しており、
その運営に係る事務費を補助する。

7,539 5,313 12,852Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

184
環境保全型農業直接
支援対策事業

環境保全型農業直接支援対策
事業

産業振興部
農業振興課
農産係

　有機農業や減農薬・減化学肥料等の環境に配慮した取組面
積に対して経費の一部を助成する。 28,931 5,406 34,337Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の

まま継続

185
石狩東地区乳牛検定
組合運営助成事業

石狩東地区乳牛検定組合運営
助成事業

産業振興部
農業振興課
畜産係

　生産された生乳の質を客観的に分析し、乳質・乳量向上に
役立つ検定を行う団体に対して助成を行い、酪農家の経営改
善を図る。

858 219 1,077Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

186畜産振興事業

畜産共進会事業、豚枝肉共励
事業、道央酪農祭開催助成事
業、畜産振興会運営費助成事
業、畜産・酪農収益力強化整
備等特別対策事業

産業振興部
農業振興課
畜産係

【畜産共進会事業・豚枝肉共励事業・道央酪農祭開催助成事
業・畜産振興会運営費助成事業】
　酪農・養豚の振興と農家の経営安定化を図るため、共進会
や共励会の開催並びに畜産振興を行う千歳市畜産振興会に助
成を行う。
【畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業】
　畜産・酪農の国際競争力強化を進めるため、各地域の市、
農業団体、畜産農家等で構成する道央地域畜産クラスター推
進協議会が畜産クラスター計画を策定し、本事業に参加する
農業者の収益力・生産基盤強化を図る。

168,0083,750171,758Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ C C A A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）
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方向性
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187
酪農ヘルパー組合助
成事業

酪農ヘルパー派遣助成事業
産業振興部
農業振興課
畜産係

　市内酪農家が酪農ヘルパーを利用し、定期的な休日を取得
することにより、労働の負担軽減と経営の効率化を図ること
を目的に、酪農ヘルパーを派遣する酪農ヘルパー組合に対し
助成する。

2,595 219 2,814Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

188養豚振興事業
種雄豚購入事業、養豚振興資
金貸付事業

産業振興部
農業振興課
畜産係

　市内養豚農家に肉用子豚・生産資材等の購入資金や種雄豚
の貸付を実施する。農業者の負担を軽減し、良質な肉豚の生
産に寄与するとともに、経営の向上、安定を図る。

3,391 688 4,079Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

189有害鳥獣等駆除事業 有害鳥獣等駆除事業
産業振興部
農業振興課
畜産係

　農業被害を防止し農業生産を高めるため、農協が実施する
有害鳥獣等の駆除活動に助成を行い、支援する。 3,536 2,656 6,192Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の

まま継続

190クマ防除事業

クマ防除隊出動報酬支払事
業、クマ防除隊各種保険加入
事業、クマ防除隊研修費交付
事業

産業振興部
農業振興課
畜産係

　市民が安全で安心して暮らせるように、市民等から提供さ
れたヒグマの出没情報に対して、適切な確認作業、防除活動
を実施するとともに、クマ防除隊隊員の防除技術の向上を図
る研修を実施する。

1,407 3,438 4,845Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

191経営安定化対策事業

農業経営基盤強化資金利子交
付事業、農業振興条例助成金
交付事業、強い農業づくり事
業（経営体の育成）、担い手
確保・経営強化支援事業、農
業振興基金積立事業、農業振
興資金貸付事業、農業振興基
金償還事業

産業振興部
農業振興課
農産係

　農業者の経営体質の強化を図るため、低利融資、借入資金
の利子補給を行うとともに各種助成を実施する。

140,17911,563151,742Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅲ B B B A現状の
まま継続

192民有林整備事業
森林整備計画対策事業、未来
につなぐ森づくり推進事業、
森林整備地域活動支援事業

産業振興部
農村整備課
耕地林務係

　適正な森林施業の推進と無秩序な森林伐採などの開発を防
止し、市内の民有林を整備・育成・保護するため、森林事業
者などに対し、造林経費の一部を補助する。

888 5,938 6,826Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ B B C A現状の
まま継続

193
森林整備普及啓発事
業

林野火災予消防対策事業、千
歳市森林組合指導助成事業

産業振興部
農村整備課
耕地林務係

　民有林の保全を図るため、森林の整備と保護を担っている
千歳市森林組合及び千歳市森林愛護組合の活動に対し、補助
金を交付する。

1,941 469 2,410Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

194森林整備事業 森林整備事業
産業振興部
農村整備課
耕地林務係

森林経営管理法に基づき、未整備人工林の所有者に対し、今
後の経営管理の意向を調査し、市に経営管理を委ねる意向が
ある森林の経営管理を行う。

5,337 5,156 10,493Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅲ － － A A現状の
まま継続

26/39



№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）
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195農商工連携促進事業 農商工連携促進事業
産業振興部
主幹（産業
政策担当）

　市や商工会議所、ＪＡをメンバーとする「千歳市農商工連
携等推進会議」を設置し、市内の商工業者や農業関係機関・
団体等の連携を図り、市内で生産される農畜産物等を活用し
た高付加価値商品の発掘・開発等を推進し、これら商品のＰ
Ｒや販路の開拓を行う。

98 2,500 2,598Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

196
プレミアム付商品券
発行事業

プレミアム付商品券購入引換
券発行業務、0

産業振興部
主幹（産業
政策担当）

消費税・地方消費税引き上げに伴い低所得者や子育て世帯の
消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を
喚起・下支えすることを目的として、市と千歳商工会議所が
協力し、低所得者や子育て世帯を対象としたプレミアム付商
品券を発行する。

60,447 10,000 70,447Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ － － A A終了
・完了

197
石油貯蔵施設災害防
止事業

石油貯蔵施設立地対策等交付
金申請事業

産業振興部
産業支援室
企業振興課
企業振興係

　石油貯蔵施設の周辺地域における市民の福祉向上や安全性
の確保を図るため、特に必要と認められる消防に関する公共
用施設について、交付金を活用して整備する際、交付金申請
等を行う。

0 375 375Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

198立地企業振興事業
立地企業振興事業、各種申
請・届出受理業務

産業振興部
産業支援室
企業振興課
企業振興係

　工業団地の企業立地が促進し、事業活動が活性化するよ
う、初期投資の軽減を図るため、市内での工場等施設の新
設・増設等に対し、工業等振興条例に基づき投資額や雇用人
数等に応じた助成を行う。また市内企業のさまざまなニーズ
に対応した適切なサポートや振興策を講じる。

158,3949,844168,238Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

199産業活動促進事業
産業情報提供促進事業、産業
交流促進事業

産業振興部
産業支援室
企業振興課
企業振興係

　「千歳アルカディア・プラザ」の機能を活用し、産業政策
等の情報提供、起業や創業の支援、立地企業の交流及び産学
官連携の促進を図る。

6,289 1,719 8,008Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

200企業誘致推進事業
企業誘致推進事業、千歳市企
業誘致推進協議会業務、企業
誘致プロモーション事業

産業振興部
産業支援室
企業振興課
企業誘致係

　当市の立地環境の特性や優位性等の情報を広く発信すると
ともに、企業訪問活動等を通して企業立地の動向や進出意向
等を聴取し、立地を促進し、製造業をはじめとする多様な企
業の誘致を推進する。

17,837 20,281 38,118Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

201
地域企業販路開拓支
援事業

地域企業販路開拓支援事業

産業振興部
産業支援室
企業振興課
企業振興係

　地域を支える中核的な中堅・中小企業者の国内及び海外に
おける販路開拓を支援するため、地域の企業等が展示会や
マッチングイベント等に出展する際の出展料や備品借上料等
の経費の一部を補助し、地域の活性化や新たな雇用創出を図
る。

1,735 250 1,985Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

202
道央地域産業技術振
興事業

道央地域産業技術振興事業

産業振興部
産業支援室
科学技術振
興課科学技
術振興係

　平成17年に北海道が策定した「北海道事業環境整備構想」
において、道央地域は「高度技術産業集積地域」の一つとし
て位置付けられた。
　この構想に基づき、道央地域の中核的運営機関となる(公
財)道央産業振興財団を支援するとともに、地域企業の新製
品・新技術の研究開発活動を促進し、地域経済の活性化を図
る。

4,464 2,031 6,495Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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203
産学官共同研究促進
事業

産学官共同研究促進事業

産業振興部
産業支援室
科学技術振
興課科学技
術振興係

　公立千歳科学技術大学の研究機能や人材育成の強化を図
り、産学官連携事業による先端科学技術の研究開発を支援
し、先端科学技術の研究開発拠点を形成する。具体的には、
①先端科学技術の産学官連携を推進するホトニクスワールド
コンソーシアムを支援する。②先端科学技術に関する産学官
連携の研究開発事業を支援し、公立千歳科学技術大学を中核
とした研究開発拠点の形成を図る。

1,376 9,063 10,439Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

204
分譲地販売・管理事
業

分譲地販売促進業務、分譲地
販売業務、分譲地貸付業務、
分譲地維持管理業務

産業振興部
産業支援室
開発振興課
開発振興係

　市長が指定する工業団地、住宅団地を維持管理及び分譲す
るとともに、泉沢向陽台住宅地の広告宣伝活動や移住促進活
動により、当該用地の販売を促進する。

23,434 23,031 46,465Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

205
グリーン・ツーリズ
ム促進事業

グリーン・ツーリズム連絡協
議会事務局業務、各種イベン
ト参画業務、料理講習会、都
市農村交流ツアー、交流推進
事業

観光スポー
ツ部交流推
進課交流推
進係

　都市と農村の人的交流を促進するため、千歳市グリーン・
ツーリズム連絡協議会によるグリーン・ツーリズムの推進、
地産地消や食育の活動などを支援する。

2,820 5,469 8,289Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A A B A
見直して
継続
（手段の
見直し）

206姉妹都市交流事業

千歳姉妹都市交流協会事務局
事業、指宿市との交流事業、
アンカレジ市との交流事業、
姉妹都市（指宿市）職員交流
派遣事業

観光スポー
ツ部交流推
進課国際交
流係

　アンカレジ市や指宿市との交流を推進する取組を実施する
とともに、市民団体等が実施する姉妹都市間の交流活動を支
援している。

8,923 5,531 14,454Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B A A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

207国際交流事業

千歳国際交流協会事務局事
業、諸外国との交流事業、国
際化推進事業、長春市との交
流事業

観光スポー
ツ部交流推
進課国際交
流係

　友好親善都市との交流事業の実施、諸外国からの来訪者受
け入れを行うとともに、千歳国際交流協会の実施事業とし
て、児童・生徒を対象とした「国際交流体験ツアー」、「国
際交流講座」、「青年海外派遣研修」、「国際交流の夕べ」
等を実施している。
　また、市民及び市民団体等への活動支援も行っている。

8,168 6,288 14,456Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B B
見直して
継続
（手段の
見直し）

208
千歳アイヌ文化国際
交流事業

千歳アイヌ文化国際交流事業

観光スポー
ツ部交流推
進課国際交
流係

　千歳アイヌ協会及び千歳アイヌ文化伝承保存会の若い世代を
中心に、姉妹都市アンカレジ市をはじめとした諸外国を訪問
し、国外の先住民族の文化伝承や保存、生き方を学ぶことで、
アイヌ文化伝承の担い手となる人材の育成を図るとともに、伝
統舞踊や歌の披露、楽器演奏など相互の文化を紹介し交流を深
めること、また、千歳アイヌ協会が主催するイベントにアンカ
レジ市の先住民族を招へいし、市民に対して先住民族の伝統や
文化を紹介することにより、アイヌ民族をはじめとした先住民
族に関する市民理解の促進を図る。

2,326 1,406 3,732Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅳ － － A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

209観光ＰＲ事業
千歳駅広告事業、観光宣伝活
動業務、交流都市ＰＲ活動業
務、観光宣伝物等製作事業

観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

観光客の来訪を促し、滞在時間の拡充を図るための情報発信
を行う。具体的には、観光パンフレットの製作、イベント等
における観光ＰＲ、観光ホームページのデータ更新を実施す
るとともに、効果的なＰＲ手法の検討なども行っている。

8,268 7,344 15,612Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B A
見直して
継続
（拡大）

210
外国人旅行者誘客事
業

外国人旅行者誘客事業
観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

外国人観光客の来訪を促し、市内での宿泊をさせることによ
り滞在時間を増やし観光消費額を増加させる。
なお、観光消費額は５年ごとの調査となり、平成２７年度に
実施し、観光消費額単価は目標45千円に対し61千円という結
果が出ており、順調に推移している。

10,332 6,719 17,051Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ C C - A
見直して
継続
（拡大）
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211観光機関連携業務
北海道観光振興機構負担金交
付事業

観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

道内の観光関係機関等と連携し、事業の連携、情報の共有を
図ることにより、道内の観光振興を促進し、千歳観光の振興
にもつなげる。

823 1,094 1,917Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A A - A
見直して
継続
（拡大）

212
国立公園支笏湖管理
業務

国立公園清掃活動補助金交付
事業、支笏湖環境保全活動補
助金交付事業、支笏湖ビジ
ターセンター運営補助金交付
事業、北海道自然公園協会負
担金交付事業

観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

当市の重要な観光資源である国立公園支笏湖において、清
掃・環境保全活動を行う団体への補助金交付、自然公園関係
団体等への負担金支出を行う。

2,616 1,094 3,710Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A A
見直して
継続
（拡大）

213
観光客受入体制整備
事業

観光情報案内所運営事業
観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

観光案内所の運営や案内板の整備を行うなど、観光客へのホ
スピタリティの向上に努め、観光地としての魅力向上を図
る。また、観光入込客数調査を行い観光動向を把握し、観光
客の増大に向けた検討に活用する。

2,426 2,656 5,082Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ C B A A現状の
まま継続

214
千歳市観光PR大使等
活動事業

千歳市観光PR大使等活動事業
観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

千歳出身の声優や漫画家など、文化、芸術、芸能、スポーツ
等各界で活躍する方などによる持ち前の高い情報発信力でま
ちの魅力を広くＰＲする。

4,486 4,219 8,705Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B B A
見直して
継続
（拡大）

215
千歳アイヌ文化観光
客受入環境整備事業

千歳アイヌ文化観光客受入環
境整備事業

観光スポー
ツ部観光課
観光企画係

「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施
策の推進に関する法律」の施行に伴い、「アイヌ政策推進交
付金」を活用し、千歳アイヌ協会や千歳アイヌ文化伝承保存
会がこれまで伝承してきた千歳アイヌ文化の伝承活動を促進
するため、観光客を受け入れるための体験型観光の創出やプ
ロモーション活動などの取組を行う。

54,352 3,594 57,946Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅳ － － A A現状の
まま継続

216観光物産展事業
北海道の物産と観光展負担金
交付事業

観光スポー
ツ部観光課
観光事業係

　全国で開催される「北海道の物産と観光展」において、千
歳の特産品を紹介・販売するとともに、主催会場へ職員を派
遣して、千歳の観光ＰＲを行う。

102 1,250 1,352Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続
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217苔の洞門業務 苔の洞門運営協議会業務

観光スポー
ツ部観光事
業課観光事
業係

　市民や観光客に自然の雄大さを実感してもらうとともに自
然環境の保全のため、苔の洞門運営協議会（事務局：千歳
市）による管理運営を行う。
　平成12年度までは苔の洞門内部を開放していたが、岩盤の
一部崩落があり安全確保が難しいことから観覧台からの見学
となっていた。しかし、この観覧台も平成26年のゲリラ豪雨
により損壊して施設の閉鎖が続いている。平成27年度に再開
に向けた可能性調査を行い４案が挙がったが、膨大な費用を
要すとともに、近年の長雨など気象の変化に対応した安全確
保が前提の案ではないため、別ルートの模索など、既存ルー
ト復元とは別の視点で選択肢を広げることも必要となった。
　平成30年度には、今後の利用に向けた試行的な取組とし
て、ガイドツアーを2回実施したが、北海道胆振東部地震の影
響による安全面での確保から、以降中止とした。

0 2,969 2,969Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B C A
見直して
継続
（縮小）

218
観光イベント支援事
業

花火大会事業補助金交付事
業、支笏湖まつり補助金交付
事業、支笏湖まつり業務、ス
カイ・ビア＆ＹＯＳＡＫＯＩ
祭補助金交付事業、スカイ・
ビア＆ＹＯＳＡＫＯＩ祭業務

観光スポー
ツ部観光事
業課観光事
業係

　市民に交流・憩いの場を提供するとともに、観光客の誘致
のため、支笏湖まつり、スカイ・ビア＆ＹＯＳＡＫＯＩ祭、
花火大会など、各種イベントを運営する実行委員会への支援
を行う。

10,984 5,313 16,297Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅱ B B B B現状の
まま継続

219
ヒメマス保護振興事
業

ヒメマスふ化場管理運営事
業、漁業取締り事業、ヒメマ
ス釣魚対策事業、支笏湖動力
船乗入れ承認・監視指導業務

観光スポー
ツ部観光事
業課水産振
興係

　支笏湖におけるヒメマス資源を保護するため、親魚採捕の
実施による種苗（卵）の確保、釣獲調査をはじめとする各種
調査を実施して資源量把握に努めるとともに、北海道内水面
漁業調整規則が定める規制の遵守のための取締り業務と国立
公園内における釣りボートの利用などに対し、動力船乗入れ
規制（自然公園法：環境省）などによる秩序の形成と維持の
ための取り組みを実施する。

18,581 7,188 25,769Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

220
漁業協同組合指導育
成事業

支笏湖漁業組合指導育成事業

観光スポー
ツ部観光事
業課水産振
興係

　水産業協同組合法に基づく定款による事業運営、漁業法に
基づく組合員の操業日数要件、増殖義務等について随時協議
し、必要な助言や増殖事業の指導を行う。

0 2,813 2,813Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

221
ヒメマス地域特産品
ブランド化事業

支笏湖産ヒメマス販路拡大等
支援事業

観光スポー
ツ部観光事
業課水産振
興係

　支笏湖産ヒメマスの知名度向上を図るため、支笏湖産ヒメ
マスのブランド化を推進する。 126 2,188 2,314Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の

まま継続

222
スポーツイベント支
援事業

市民歩こう会事業、市民交流
会事業、ジュニアスポーツ
フェスティバル事業

観光スポー
ツ部スポー
ツ振興課ス
ポーツ振興
係

　市民一人ひとりが健康ですこやかな生涯を送ることができ
るよう、年齢や体力に応じたスポーツ活動の促進を図るため
のスポーツイベントを実施する。

0 2,813 2,813Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ A A A A現状の
まま継続

223
スポーツ普及・推進
事業

指導員配置事業、千歳市ス
ポーツ表彰事業、スポーツ普
及・推進事業、千歳学出前講
座事業、学校体育施設開放事
業、学校体育施設開放管理事
業

観光スポー
ツ部スポー
ツ振興課ス
ポーツ振興
係

　スポーツの普及・推進を図るため、スポーツ推進委員の配
置や養成、学校体育館の開放、スポーツ表彰やスポーツ団体
の支援などを行っている。

84,016 11,180 95,196Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ A B A A現状の
まま継続
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224

2020東京オリンピッ
ク等大会直前合宿誘
致促進事業

2020東京オリンピック等大会
直前合宿誘致促進事業

観光スポー
ツ部スポー
ツ振興課誘
致推進係

陸上競技種目のナショナルチームによる「2020東京オリン
ピック」や「世界陸上選手権」　などの各種大会の直前合宿
等を誘致するために必要な備品や施設等の整備を行ってい
る。

7,271 7,031 14,302Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ A A A A現状の
まま継続

225
観光スポーツ連携事
業

観光スポーツ連携事業

観光スポー
ツ部スポー
ツ振興課誘
致推進係

　交流人口の拡大による地域経済の活性化を目指し、スポー
ツ合宿や大会等の誘致を進めるため、合宿等誘致プロモー
ションの実施や千歳市スポーツ合宿大会誘致等推進協議会へ
の負担金交付、マラニック開催等を行っている。

2,343 7,031 9,374Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B A B現状の
まま継続

226
公的賃貸住宅家賃対
策業務

公的賃貸住宅家賃対策業務
建設部市営
住宅課住宅
管理係

　「高齢者の居住の安定確保に関する法律｣（略称：高齢者居
住法）に基づく高齢者向け優良賃貸住宅の事業者に対して、
家賃の減額に要する費用の一部を補助する。

10,041 625 10,666Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

227
住まいのコンシェル
ジュ事業

住まいのコンシェルジュ事業
建設部主幹
（建築政策
担当）

　住宅の新築、増築、改修等に関する各種手続き、法律、設
計、支援制度、融資制度及び税などの相談対応及び情報提供
を行う。また、「千歳市空き家・空き地情報」ホームページ
による情報提供を行う。

0 313 313Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

228
高速道路建設促進期
成会業務

北海道横断自動車道中央地区
建設促進期成会業務、北海道
横断自動車道早期建設促進期
成会業務、北海道高速道路建
設促進期成会業務

建設部事業
庶務課事業
調整係

　地域間を結ぶ高速ネットワークの形成による、空・陸交通
の拠点機能の強化を図るため、北海道横断自動車道（千歳～
釧路・北見間）の早期全線開通に向けた要望活動及び事業調
整を行っている。

184 875 1,059Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

229国道整備促進業務
道央圏連絡道路整備促進期成
会業務、国道整備促進業務

建設部事業
庶務課事業
調整係

　広域的な都市間交通を確保するとともに、市街地内におけ
る混雑の緩和、都市基盤整備の促進、空港アクセス機能の充
実、安全な交通環境の確保などのため要望活動及び事業調整
を行っている。

68 1,719 1,787Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

230道道整備促進業務 道道整備促進業務
建設部事業
庶務課事業
調整係

　周辺市町村との地域間交通の円滑化、効率化を図るため道
道整備に向けた要望活動及び事業調整を行っている。 0 1,094 1,094Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の

まま継続

231治水対策事業
河川事業促進業務、流域連携
活動業務、治水促進活動業務

建設部事業
庶務課事業
調整係

　河川の氾濫や内水浸水などの洪水被害を防止または軽減す
るため、関係機関との連携や治水関係団体に参画して、国や
北海道への要望活動等により河川整備の促進を図り、治水対
策を促進する。

765 3,125 3,890Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ B B A A現状の
まま継続
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232緑化推進事業

ちとせ環境と緑の財団運営費
交付事業、千歳市緑化推進委
員会事業、保全樹林・樹木維
持管理、緑化推進団体業務、
緑化行事調査業務

建設部都市
整備課公園
管理係

　樹林、水辺、公園、街路樹、庭木、花壇など市内には様々
な緑があり、これらの緑は、街の環境衛生、景観、防災、健
康増進を高めるなど多くの役割をもち、市民が快適な生活を
おくる上で欠かせないものとなっている。このことから、市
民に緑化思想の普及・啓発を図るため、千歳市緑の基本計画
に基づき、緑を守る、育てる、親しむ、ふれあう事業などを
(公財)ちとせ環境と緑の財団と連携して進めている。

36,613 2,188 38,801Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A B現状の
まま継続

233
中高層建築物指導業
務

中高層建築物指導業務
建設部建築
課建築指導
係

　10ｍを超える建築物に係る建築計画の事前公開等に関し必
要な事項を定め、紛争を防止し、居住環境の保全に努める。 0 1,094 1,094Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ B B A A現状の

まま継続

234
建築物耐震改修促進
事業

戸建住宅耐震化補助業務、普
及啓発業務

建設部建築
課建築指導
係

　市内建築物の耐震性の向上を図るため、「建築物の耐震改
修の促進に関する法律」に基づき、耐震化促進に向けた取組
方針や目標等を定めた耐震改修促進計画を平成20年度に策定
し、平成29年3月に改定している。これに基づき木造戸建住宅
に対する耐震診断費用の助成、地震防災マップの配布及び出
前講座並びに市有建築物に係る耐震化事業の調整を行うこと
により市内の建築物の耐震化を促進する。

650 1,563 2,213Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

235働き方改革推進業務 働き方改革推進事業
病院事務局
総務課総務
係

・平成31年4月1日施行の「働き方改革関連法」の内容を把握
し、対応する。
・特に医師について、厚生労働省が設置する「医師の働き方
改革に関する検討会」の検討内容を注視し、今後の働き方に
ついて検討する。

0 938 938Ⅳ Ⅱ Ⅰ Ⅴ B B A A現状の
まま継続

236医師確保対策事業 医師確保対策事業
病院事務局
総務課総務
係

　全国的な医師不足の中、医師を安定的に確保することは地
域の基幹病院として医療体制を維持する上で重要である。こ
のため、当院では、医師派遣を受けている医育大学医局に対
し、派遣継続や派遣医師の増員を継続的に要請しているほ
か、ホームページや雑誌広告による公募、民間事業者の人材
バンクなどを活用し、医師の確保・増員に取り組んでいる。
また、医師の給与及び勤務条件のみならず居住環境の充実を
図るとともに、医師の救急対応や通勤負担の軽減を図るた
め、市民病院から半径１．２㎞以内の場所に民間企業が整備
した医師住宅を維持管理を含めて全戸借上げている。このほ
か、医師の負担軽減を図るため、医師事務作業補助者の採用
等を行っている。

14,698 938 15,636Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

237
火災予防等推進普及
事業

防火委員業務、少年消防クラ
ブ育成補助金事業、幼年消防
クラブ業務、火災予防広報業
務、消防関係協力団体事務、
火災原因及び損害と特殊災害
の調査に関する業務、り災証
明に関する業務

消防本部予
防課予防係

　火災は人の意図に反し又は放火等により発生することか
ら、火災を未然に防止するとともに、火災原因を究明し市民
に火災予防を反映させるため、各消防関係協力団体等を通じ
て市民への呼びかけを行い、啓発活動を行う。

1,977 18,157 20,134Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B B A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

238
メディカルコント
ロール体制構築事業

メディカルコントロール体制
構築事業、救急救命士再教育
業務、事例検討業務、救急車
同乗実習受入業務

消防署救急
課
(１係・２
係・３係・
救急調整係
合同)

　救急業務の高度化を推進し救命率の向上を図るため、24時
間医師からの指示等を受けられる体制を医療機関及び近隣消
防本部（札幌医科大学附属病院と石狩・後志地区の９消防本
部）と共同で確立する。また、救急救命士の処置範囲拡大に
伴う知識・技術への研修派遣・病院実習を行うほか、実施し
た救急活動について医師による検証を行い、その結果を再教
育に活用する。

1,804 26,031 27,835Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

239
水道事業コミュニ
ケーション推進業務

「水道週間」協賛業務、広報
パンフレット作成業務、水道
情報館整備業務、公園施設管
理業務、公園施設修繕業務、
施設見学対応業務

水道局経営
管理課総務
係

水道事業の現状や取組について、情報を発信し、広く市民に
ＰＲする。 184 313 497Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B A A A

見直して
継続
（拡大）

240
下水道事業コミュニ
ケーション推進業務

「下水道の日」協賛業務、広
報パンフレット作成業務、下
水道事業情報発信業務、施設
見学対応業務、0

水道局経営
管理課総務
係

下水道事業の現状や取組について、情報を発信し、広く市民
にＰＲする。 22 313 335Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B A A A

見直して
継続
（拡大）

241
公営企業経営審議会
業務（水道事業）

経営審議会開催業務
水道局経営
管理課財政
係

有識者や市内の市民・経済団体からの推薦者に委嘱した委員
で組織する審議会に対し、水道事業の経営状況等についての
情報を提供し、それに対する意見を、健全な事業運営となる
よう反映させる。

57 875 932Ⅳ Ⅳ Ⅰ Ⅴ B B A A現状の
まま継続

242
公営企業経営審議会
業務（下水道事業）

経営審議会開催業務
水道局経営
管理課財政
係

有識者や市内の市民・経済団体からの推薦者に委嘱した委員
で組織する審議会に対し、下水道事業の経営状況等について
の情報を提供し、それに対する意見を、健全な事業運営とな
るよう反映させる。

44 875 919Ⅳ Ⅳ Ⅰ Ⅴ B B B A現状の
まま継続

243
水道施設事故防止業
務

他工事協議及び工事現場巡回
業務

水道局管水
道整備課水
道維持係

　他工事による水道管の折損事故を未然に防止するため、事
前協議および当該現場の巡回を行い、発注者並びに施工業者
に対し注意喚起を行う。

0 4,844 4,844Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ B B C A現状の
まま継続 有

244
議員会・議員ＯＢ会
事務局業務

議員会・議員ＯＢ会事務局業
務

議会事務局
総務課総務
係

　・　会員相互の親睦を図るための諸事業及び研修事業の実
施
　・　市政発展のため、政党的立場を超えた会員相互の意見
交換の機会の設定
　・　市が推進する各種事業に対する支援・協力
　・　会員の慶弔に関する事業の実施
　・　その他目的達成のために必要な事項の実施

0 938 938Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅴ B B A A現状の
まま継続

245議会活動広報事業
市議会だより発行事業、市議
会だより音訳・点訳化業務、
市議会ホームページ作成業務

議会事務局
総務課調査
係

市議会だより、市ホームページなどで議会活動について市民
に広く周知する。 4,958 3,750 8,708Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ B B B A現状の

まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体
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の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

246修学支援事業 奨学金事業
教育部企画
総務課総務
係

　高校や大学などで学習したいという意欲があり、その能力
があるにもかかわらず、家庭の経済的な事情により学校へ通
うことが困難な学生や生徒に対して、奨学金を給付してい
る。給付額は、高校生で月7,000円以内、大学生で月10,000円
以内とし、高校生75名、大学生40名を限度に給付している。

102,4691,563104,032Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅲ C C A B
見直して
継続
（拡大）

247通学事務
スクールバス運行業務、通学
路・通行禁止・制限通知業務

教育部学校
教育課学校
教育係

　遠距離通学者及び特別支援学級通学者の登下校のためにス
クールバス・タクシーを運行し、通学や移動の手段の確保を
図る。また、通学路や校区内で行われる道路工事等の危険箇
所を学校へ通知し、安全な通学が行われるように指導する。

158,0093,906161,915Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅲ C B A A現状の
まま継続

248
小中学校アクティブ
スクール活動事業

アクティブスクール活動事業
補助金交付事業(小学校)、ア
クティブスクール活動事業補
助金交付事業(中学校)

教育部学校
教育課学校
教育係

　総合的な学習の時間をはじめとする各小中学校に特色ある
教育活動に対し、アクティブスクール活動事業補助金の交付
を行う。

7,434 1,875 9,309Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A B現状の
まま継続

249
千歳市学校課題研究
指定校助成事業

学校課題研究指定校補助金交
付事業

教育部学校
教育課学校
教育係

　指定された学校が課題や教育方法を研究することにより、
自校の課題解決や教育方法の改善・充実を図るとともに、市
内各学校にその成果等を発表することにより、学校教育の振
興を図るための助成を行う。

400 156 556Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A B現状の
まま継続

250学校活動支援事業

教育振興バス等借り上げ事
業、電子学習システム支援委
託料、小規模校合同芸術鑑賞
補助金交付事業、小中学校文
化活動全国・全道大会等参加
補助金交付事業、中学校体育
連盟等補助金交付事業、学生
ボランティア学習サポート事
業

教育部学校
教育課学校
教育係

　校外学習や課外活動などにおけるバスの運行や、小規模校
の芸術鑑賞に対する補助、運動・文化行事の全道・全国大会
出場の際の補助、中体連・中文連に関する補助、千歳科学技
術大学が運営する電子学習システムの活用など、様々な学校
活動に対する支援を行う。

27,271 4,375 31,646Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A B現状の
まま継続

251学力向上推進事業 学力向上推進事業
教育部学校
教育課学校
教育係

　習熟度別指導を実施するため、小中学校に学習支援員（第2
種非常勤職員）を配置する。 58,788 2,188 60,976Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A

見直して
継続
（拡大）

252
特別支援学校等就学
者支援事業

特別支援学校等就学援助金支
給事業(小学校）、特別支援学
級等通学費助成事業(小学
校）、特別支援学校等就学援
助金支給事業(中学校）、特別
支援学級等通学費助成事業(中
学校）

教育部学校
教育課特別
支援教育係

　障がいに配慮した適切な教育を受けるために、就学にかか
る経費や交通費（ガソリン代、バス代）を補助することによ
り、経済的な負担を軽減し、均等な教育機会を確保する。

11,875 3,188 15,063Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅳ C B A B
見直して
継続
（その
他）
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）
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ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
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の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
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今後の
方向性

二次
評価の
有無

253学校評議員設置事業 学校評議員設置事業
教育部学校
教育課学校
教育係

　地域が学校に期待することは、情報の開示と外部評価によ
る開かれた学校づくりである。保護者や地域も学校の様子を
承知し、学校は地域の意見を取り入れながら、学校運営を行
わなければならない。学校と地域が情報を共有し双方が支え
あうことで、安全で安心な教育環境を整えることができる。
このことから、校長の求めに応じ地域住民が意見を述べる学
校評議員会を設置し、学校と地域の連携を図るものである。

324 625 949Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅲ B B B B
見直して
継続
（手段の
見直し）

254
国際理解教育支援事
業

英語活動推進事業、ALT配置事
業

教育部学校
教育課学校
教育係

　生徒に国際感覚と実践的なコミュニケーション能力を育成す
るため、２名のＡＬＴを市内中学校に配置している。また、市
内小学生の英語によるコミュニケーション能力の向上を図るた
め、小学校１～４年生を対象に英語に堪能な市民講師を配置す
るとともに、平成23年度からは、小学校５～６年生を対象に外
国語活動が必修化されたことから、ＡＬＴ（第１種非常勤職
員）３名（平成30年度から４名）を各校に配置している。
　平成26年度からは、更なる英語によるコミュニケーション能
力の向上のため、ＡＬＴによる小学校用英語リスニングＣＤの
作成や、中学校での長期休業中の英語補習事業を行っている。

1,153 17,006 18,159Ⅰ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A
見直して
継続
（拡大）

255特別支援教育事業

就学相談事業、千歳市教育支
援委員会事業、千歳市教育支
援委員会専門委員会事業、児
童生徒ヘルパー配置事業、千
歳市特別支援教育専門家チー
ム事業、特別支援教育研修事
業、特別支援教育支援員配置
事業

教育部学校
教育課特別
支援教育係

　特別支援教育の充実を図るため、就学相談を行うととも
に、教育支援委員会において障がいの程度を判断・判定し、
児童生徒の適正な就学と障がいに配慮した教育支援を行う。
また、特別支援教育専門家チームにおける巡回相談を実施す
るとともに、各学校への特別支援教育支援員配置の強化に努
める。

46,089 86,594132,683Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅲ C A A A現状の
まま継続

256
適応指導教室運営事
業

適応指導教室事業、不登校調
査事業

教育部青少
年課生徒指
導係

　不登校状態の小中学生個々の居場所となる教室を開設し、
適切な教育相談や基本的な生活習慣等の指導を行い、学校生
活への復帰を支援するとともに、いじめや不登校等の問題行
動の早期解決と未然防止に向けての的確な対応のために、学
校・地域・関係機関と連携した支援体制づくりに取り組む。

2,368 8,578 10,946Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続

257
心の教室相談員配置
事業

心の教室相談員配置事業
教育部青少
年課生徒指
導係

　心の教室相談員を配置し、適切な教育相談や基本的な生活
習慣等の指導を行い、悩みや不安、ストレスを解消する。 4,407 3,344 7,751Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B B A現状の

まま継続

258
スクールカウンセ
ラー配置事業

スクールカウンセラー配置事
業

教育部青少
年課生徒指
導係

　カウンセラー(臨床心理士)によるカウンセリングを行い、
適切な教育相談や基本的な生活習慣等の指導を行う。 4,133 3,812 7,945Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B C A現状の

まま継続 有

259生徒指導事業

生徒指導対策費交付事業、千
歳市教護協会補助金交付事
業、非行事故調査事業、一般
事故調査事業、交通事故調査
事業、教育相談事業、個別
ケース相談事業、いじめ・不
登校等対策会議事業、いじめ
調査事業

教育部青少
年課生徒指
導係

　児童生徒が事件・事故等の無い安全で快適な学校生活がお
くれるよう、市内小中学校の生徒指導活動を支援するととも
に、学校・家庭・地域・教育委員会・関係機関等が連携した
協力体制の充実を図る。
　また、非行事故、一般事故、交通事故等の調査により事故
の実態を把握し再発防止に努める。

1,122 4,882 6,004Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ B B A A現状の
まま継続
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№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）
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ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

260
児童生徒安全対策事
業

不審者・不審電話対策事業、
緊急避難所指定事業、千歳っ
子見守り隊事業

教育部青少
年課青少年
指導係

　不審者・不審電話が発生した場合、ホームページ及びＦＡ
Ｘによる関係機関への周知と希望する市民にメールによる配
信を行い注意喚起をしている。緊急避難場所、千歳っ子見守
り隊に登録をいただき、子どもたちが安心で安全に登下校で
きるよう活動している。

604 2,766 3,370Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B B A現状の
まま継続

261青少年非行防止事業
街頭巡回指導、育成指導、各
関係機関相談業務

教育部青少
年課青少年
指導係

　青少年の街頭指導、育成事業、保護及び矯正に関し関係機
関・団体と連携しながら青少年の健全育成を図る。 3,282 11,188 14,470Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ B B B A現状の

まま継続

262生涯学習推進事業
生涯学習推進業務、生涯学習
フォーラム事業

教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　フォーラムなどを通して、生涯学習に関する情報を提供す
るとともに、市民及び団体が自発的に実施する学習や活動を
推進するため、各種情報提供などの支援を行う。

655 3,750 4,405Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

263千歳学出前講座事業 千歳学出前講座事務事業
教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　「市民編」、「仕事編」、「市役所編」の３編の出前講座
を通じて市民や団体の学びあいによる学習活動や交流の活発
化を図るとともに、市民と団体及び行政が、情報の共有化を
図る。

1,503 3,594 5,097Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

264

生涯学習まちづくり
フェスティバル「ふ
るさとポケット」支
援事業

生涯学習まちづくりフェス
ティバル実行委員会業務

教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　自由な市民活動の交流の場、市民主体のまちづくりを考え
る場、学び合い・高め合う場、ふるさと千歳の再発見の場と
して「ふるさとポケット」を開催する。

2,622 3,438 6,060Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

265
市民活動交流セン
ター管理運営業務

千歳市民活動交流センター管
理運営事業

教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　市民活動の支援拠点施設として、千歳市民活動交流セン
ター「ミナクール」を協働事業として運営しており、市民活
動の場、市民活動に関する情報提供の場、さらに活動に関す
る指導・相談の場として、市民の自主的な活動や交流を積極
的に支援する。

12,328 1,875 14,203Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B B B現状の
まま継続

266
学校支援地域本部事
業

学校支援地域本部運営事業
教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　学校支援地域本部事業の実施により、学校からの支援要請
に基づく各種授業支援や環境整備及び学校行事などに適した
ボランティアを派遣し、学校運営を支援する。
　また、本部には学校のニーズと学校支援ボランティアを調
整する地域コーディネーターを配置し、必要な人材の確保及
び広報活動等を行う。�

3,203 3,594 6,797Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B B A現状の
まま継続

267
放課後子ども教室推
進事業

放課後子ども教室推進事業
教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　放課後子ども教室を開設し、放課後における安全・安心な
活動拠点を提供するとともに、学校・家庭・地域の連携協力
を得て、学習や体験など様々な活動プログラムを提供する。

92 781 873Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B C A A現状の
まま継続
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268
ひと・まちづくり
リーダー養成事業

みんなで、ひと・まちづくり
委員会業務

教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　団体、企業や市民活動の経験者などで構成する「みんな
で、ひと・まちづくり委員会」を組織し、「人づくり・まち
づくり」の担い手の拡大を図るため、市民が自ら企画する
「人づくり・まちづくり」を行う人材の育成と市民活動の支
援を目的とした事業や学習会を企画運営する。

618 2,656 3,274Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

269
社会教育委員設置事
業

社会教育委員の会議設置事業
教育部生涯
学習課生涯
学習推進係

　社会教育行政の充実を図るため、社会教育委員を設置して
いる。
　社会教育委員は、学識経験者や社会教育関係団体など市民
各層から選出された方々で、社会教育事業の調査・研究や計
画立案、さらには、教育委員会に対して意見を述べる役割が
あり、会議を年数回開催し、諸課題について協議を行ってい
る。

975 1,563 2,538Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ C B A A現状の
まま継続

270
女性団体活動支援事
業

千歳市女性団体協議会支援事
業

教育部生涯
学習課社会
教育係

　市内の女性で組織する団体相互の連携を強め、女性の社会
的地位の向上や豊かな郷土と社会づくりを目的とする女性団
体の活動を支援している。

345 406 751Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B C A現状の
まま継続

271
社会教育活動支援業
務

社会教育活動支援業務
教育部生涯
学習課社会
教育係

　社会教育活動を行う個人や団体に対して、団体登録や資料
の配布、事業の後援などを行うとともに、市民の社会教育活
動を支援するための事務や、職員の資質向上を図るための研
修会に参加している。

89 1,875 1,964Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

272
はたちのつどい開催
事業

はたちのつどい開催事業
教育部生涯
学習課社会
教育係

　人生の節目として新成人の門出を祝うとともに、新成人に
社会人としての自覚と社会との関わりや果たすべき役割の認
識を高めてもらう契機となるよう式典行事を開催している。
また、記念写真コーナーや「新成人の広場」をボランティア
の協力で開催し、新成人の交流の場を提供している。

369 2,714 3,083Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B B A現状の
まま継続

273高齢者学級開催事業
千歳高星大学、千歳高星大学
大学院、千歳市若返り学園

教育部生涯
学習課社会
教育係

　高齢社会を迎え、高齢者が充実した生活を送るために自ら
進んで学習活動や社会的活動を続け主体的に生きていくこと
が求められていることから、高齢者の生きがい作りや社会参
加を促すための学習機会として、「千歳高星大学」「千歳高
星大学大学院」「千歳市若返り学園」を開講している。

2,259 7,202 9,461Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B B B A現状の
まま継続

274
生涯学習まちづくり
推進講座開催事業

国際理解講座開催事業、市民
教養セミナー開催事業

教育部生涯
学習課社会
教育係

　地域的な課題や社会の変化に伴う今日的な課題に関する生
涯各期にわたる学習機会の充実と、これらの課題に対応した
市民活動やコミュニティ活動の実践を促すための学習機会と
して「国際理解事業」、「市民教養セミナー」などを実施し
ている。

788 2,656 3,444Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B B B
見直して
継続
（その
他）

275
ユネスコ協会活動支
援事業

ユネスコ協会活動支援事業
教育部生涯
学習課社会
教育係

　千歳ユネスコ協会の事務局を運営し、チャリティーパー
ティーや書きそんじハガキの収集活動等を通じて得た募金
を、ユネスコ世界寺子屋運動や千歳市奨学基金へ寄附するな
どして、ユネスコ活動の普及・推進を図っている。

0 2,188 2,188Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ B B B A現状の
まま継続
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276ＰＴＡ活動支援事業
千歳市ＰＴＡ連合会運営支援
事業

教育部生涯
学習課社会
教育係

　千歳市ＰＴＡ連合会に対して会の安定した事業運営を支援
するため、研修会などの運営費の一部を市が補助している。 366 469 835Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ B B A A現状の

まま継続

277
家庭教育講座開催事
業

家庭教育講座開催事業
教育部生涯
学習課社会
教育係

　「ママさん教室」や「家庭教育セミナー」などの事業を通
じて、子どもの発達段階に応じた育児知識の習得と情報交換
の場を提供するとともに、講演会を通して幅広く市民に家庭
教育について考え、役立ててもらうための学習機会を提供し
ている。

1,942 4,507 6,449Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B B B現状の
まま継続

278文化活動支援事業

千歳市民文化表彰事業、千歳
市文化団体連絡協議会支援事
業、アイヌ民族文化祭開催支
援事業、フレンドリーコン
サート開催事業

教育部生涯
学習課社会
教育係

　文化団体に対する活動支援及び文化活動に顕著な功績が
あった個人・団体への表彰を通して、市民の文化活動の促進
と文化の向上を図る。
　また、合唱を通じて技術の向上と文化活動の振興を図ると
ともに、市民へ芸術鑑賞機会を提供するため、合唱祭を開催
している。

2,526 2,031 4,557Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ B B A A現状の
まま継続

279青少年健全育成事業

千歳青少年教育財団支援事業
（教育事業費分）、千歳市・
指宿市青少年相互交流事業、
子ども活動支援事業、チャレ
ンジ教室開催事業、千歳青少
年教育財団支援事業

教育部生涯
学習課社会
教育係

　子どもたちが健全に育つよう青少年育成推進員を設置する
とともに、「千歳サケのふるさと館」を運営する(公財)千歳
青少年教育財団などの青少年教育関係団体に対する活動支援
を通じ、幅広い青少年活動事業を実施している。小学生対象
事業としてはチャレンジ教室や出前講座、長期休みの体験教
室などを実施して体験学習機会の提供、情報紙マナビーなど
を作成し広報活動を行い、青少年行事の周知を図っている。

92,364 5,664 98,028Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ C B A A現状の
まま継続

280
市指定文化財保存伝
承活動補助事業

「泉郷獅子舞」保存伝承活動
補助事業、「アイヌの伝統的
芸能と工芸技術」保存伝承活
動補助事業

教育部埋蔵
文化財セン
ター管理係

　市指定無形民俗文化財の保持団体が実施する保存伝承活動
に対し、必要な経費の補助を行っている。 200 344 544Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅳ B B A A現状の

まま継続

281文化財普及啓発事業

千歳学出前講座業務、文化財
解説業務、「縄文文化」体験
学習会事業、埋蔵文化財公開
講座事業、埋蔵文化財展示会
事業、埋蔵文化財広報資料製
作事業、埋蔵文化財常設展示
業務

教育部埋蔵
文化財セン
ター調査係

　縄文土器づくり、石器づくり、勾玉づくり、縄文クッキー
づくりや、火おこしなどの体験学習会、市内の遺跡や出土品
をテーマとする企画展及び公開講座(講演会）を開催する。
　地域の埋蔵文化財を身近に感じて地域の歴史が理解できる
ような広報資料を製作し、市内小中学生及び市民に配布す
る。
　常設展示、企画展示及び史跡見学の市民に、希望に応じ文
化財の解説を行う。

2,231 4,344 6,575Ⅲ Ⅲ Ⅰ Ⅱ B B A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

282
縄文遺跡群世界遺産
登録推進会議事業

縄文遺跡群世界遺産登録推進
会議事業

教育部埋蔵
文化財セン
ター管理係
／主幹（国
指定史跡担
当）

・北海道・青森県・秋田県・岩手県と関連市町で構成される
縄文遺跡群世界遺産登録推進会議が実施する事業［(1)世界遺
産登録推薦書案作成事業、(2)世界遺産登録を推進するための
普及啓発事業、(3)国際的合意形成促進事業］の共同推進
・構成資産のキウス周堤墓群に係る保存管理計画の各種事業
実施、保護制度の運用・実施

2,151 5,313 7,464Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ C A A A現状の
まま継続

38/39



№ 事業名 細事業名 所属 事業内容
直接経費
（千円）

人件費
（千円）

総経費
（千円）

市民
ニーズ
の動向

事務事
業の性

質

事務事
業の実
施主体

対象者
の範囲

経済性 効率性 有効性
手段の
妥当性

今後の
方向性

二次
評価の
有無

283国指定史跡整備事業 国指定史跡整備事業

教育部埋蔵
文化財セン
ター管理
係・調査係
／主幹（国
指定史跡担
当）

国史跡および周辺地域の諸調査、保存と活用の指針となる保
存活用計画・整備の指針となる整備基本計画・各種設計の策
定を行い、保存と活用が両立するように整備していく。 6,777 10,313 17,090Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ C B A A現状の

まま継続

284公民館分館運営事業
公民館分館運営事業、営農地
区冬期講座

教育部文化
施設課文化
施設係

　農村地区にある公民館の１１分館において、地域の学習の
場やふれあいの場として地域住民である分館長と分館主事が
分館の管理運営を行っており、農閉期に地域の特色にあった
公民館教室を開催している。

5,401 1,563 6,964Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の
まま継続

285ブックスタート事業 ブックスタート事業
教育部文化
施設課文化
施設係

地域で生まれたすべての子どもを対象に、絵本を介して子ど
もと保護者の関係を深め、本に親しむきっかけをつくるた
め、読み聞かせや選書の助言を行うとともに絵本を２冊配布
する。

2,135 1,094 3,229Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ － － A A
見直して
継続
（手段の
見直し）

286
小中学校司書配置事
業

小中学校司書配置事業
教育部文化
施設課文化
施設係

　市内の小中学校に学校司書を配置し、小中学校図書館にお
ける児童生徒への対応、図書の整理、環境整備、イベントの
企画等についての支援を行う。

38,542 4,219 42,761Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ B B A A現状の
まま継続

287
教育関係機関補助事
業

千歳市教育振興会補助事業、
千歳市校長会補助事業、千歳
市教頭会補助事業

教育部学校
指導室学校
指導課教職
員係

　市内の教職員で構成する教育研究団体や他管内等の教職員
との連携などを目的とした各組織に補助金を交付する。 7,010 1,250 8,260Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ B B A A現状の

まま継続
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